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最新型セナーデッカ

MS－3’A

このたび当社は、富士通と協力して、海上保安庁のご指導のもと

に、長年の経験と最新の技術を結集して、MS－3A型デッカ受信機

を完成しました。　　　　　　　　．　　　　　　．

○高精度、高感度

○高信頼度

○新形表示方式

偏ご；饗）

○自動レーン設定

○ノ」、i形i車蚤量　（18kg）

○低消費電力（36W）

当社で別途賃貸中のセナープロッタ（SE－3A型またはSE－3B型）と組合せて

漁獲効率の上昇、経済的な運航、安全航行等に利用されております。

画）セナー薪ず釜
本　社東京都千代田区内幸町2－1－1TEL（03）506－5331（代表）

札幌営業所　札幌市中央区南1条西1－1（東拓銀ビル）TEL　（O11）231－8421（代表）

神戸営業所　神戸市生田区栄町通3－11（大栄ビル）TEL　（078）331－7292

福岡営業所　福岡市中央区天神1－14－16（不銀ビル）TEL　（092）711－1451（代表）

．
“
耳

，
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巻 頭 口

（FOREWORD）

一研究一実用化一実用一

副会長　　岡　田　　実
Vice．President　Minoru　OKADA

　戦争終結直後GHΩの電気通信担当官G氏から，「日本には研究（research）はあるが，

実用化（development）がない」と言われた。正にその通りで，一通り研究が終ると試

作装置を作るが，そのまま手直して実用に供するというのが，当時としては当りまえの

ことであった。実用装置を作るまでに，何回も試作しては試用してみて，直すべき所を

直す。その間に製作技術面から又品質管理面からの設計がえも行なわれる。そして回れ

が使っても便利で故障のおきないものに仕上げる。そこで始めて実用品として出すと言

うような時間と金のかかることは到底やれたものではなかったのである。

　このように実用化がないために迷惑したのは使用者だけではない。その尻拭いに手を

やいたのがメーカーであり，挙げ句の果に使いものにならぬと見限られて屡々折角の苦

労を台なしにされたのが研究者である。　　　　　　　　　　　　・

　しかし，ほとんど実用化をやらなかっことは論外だが，どんなものも完全無欠に仕上

かるということはあり得ない。だからこれも程度問題で，使いながら段々によくしてい

くということは，新しいものにはっきものと考えるのが妥当であろう。ただその程度が

物によって異なる所に私達の知恵が必要となる。

　中でも厄介なのは，私達の手では変えることのできない物理的性質をもったものを利

用する場合であって，電波機器がその代表的な例である。このような場合には研究者，

メーカーは勿論のこと，使用者にもその性質を十分に承知していてもらうことが必要で

ある。そして一応これでやってみようということを，三者の合意の下にきめて，その線

にそって機器の実用化を行い，一方で実用しながら同時に叉実用化を進めるということ

になる。この類のものの実用化には実用する人の協力が必要不可欠で，それがない場合

にはおそらくその真価を発揮する前に葬り去られることとなるであろう。

　さて，私のように電波の意地悪い性質にほとほと困らせられ通しの研究生活を続けて

来たものからみると，対馬オメガ局が世界第5番目に正式に電波を発射し始めたとはい

うものの，Omega　systemは未だ未だ第一期実用化時代にある未完成品である。現に世

界中で色々の面から実用化以前の研究さえ続けられている。私はこの際これを利用しよ

うとする人々にこのことを十分認識されるよう強く訴えたい。そしてその運用方式を含

めた実用化に，好意をもって積極的に協力されることを心から願って已まない。

亨

訊

2
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Research　a皿d　Investigation

航空事故の2，3について
航空事故調査委員会事務局

　　　　　平　栗　元　喜

Some　Views　on　Aircraft　Accidents

Secretariate，　Aircraft　Accident　Investigation　Commission

　　　　　　　　　　　　　　　　　　Motoki　HIRAGuRI

や

六へ

1．航空事故のあらまし

　（1）　日本における事故

　昭和49年我国においては，49件の航空事故が発生し

12名の犠牲者を出した。そのうち定期輸送機の事故は

3件の病死事故を含んで7件であった。事故件数のうち

の大部分を占めるものは，ヘリコプターによるもので18

件（6名死亡）で，，そのうち10件は農薬を散布中に電

線に接触したこと等による事故であった。

　セナス等軽飛行機による事故は15件，グライダー事

故は8件であった。

　大きな事故としては，昭和27年大島における木星号

事故を始めとして昭和33年にDC－3が下田沖に墜落，

昭和41年には羽田における全日空機（2／4），カナ、ダ航空

機（3／4）と富士山近くのBOAC機（3／5）等の一連の事

故，昭和46年，47年・には自衛隊との衝突事故の他，デ

リー，モスクワ等における一連の日航機による事故が発

生したが，その後この種大きな事故は発生していない。

　（2）米国における事故

　米国においては，1974年の定期輸送機事故は47件で，

うち死亡事故は9件（467名死亡）であった。その他軽

飛行機等による事故は，4362件で，うち死亡事故653件

（1290名死亡）であり，保有航空機数からいっても，世

界の航空事故の大部分を占めているといえる。

　死亡事故件数はほぼ横ばいであるが，大型輸送機時代

を反影して死亡者数は倍増している。

　1972年12月31日，ICAO（国際民間航空条約機i構）

の保有機数統計によると，米国は168，338機で，2位は

その1割にも至らないカナダの12，870機，3位はフラ

ンスの5ユ49機で日本は13位で1000機そこそこであ

り，主要な事故として最近の米国の事故について説明を

進めることにする。

　（3）　最近の米国の事故

　昭和48年11月3日ボストンにおいて，貨物機が科学

薬品輸送申に貨物から煙が発生し操縦室まで入り操縦不

能となり墜落した事故があった。事故調査の結果，これ

ら危険な貨物輸送の規則手順及び取扱方法が完全でなか

ったことが明らかとなり，その対策がとられた。

　次に史上＝最高の犠牲者を出したDC－10のパリにおけ

る事故は御承知のことでしょう。この事故が発生する約

2年前の47年6月カナダにおいて，死亡者はなかったが

飛行中に荷物室のドアが開いた同種事故が起きていた。

しかしその対策が完全にとれていなかったことが判明し

問題となっていた。昨年12月1目米国東部は悪天候に

襲われ，2件の大事故が発生した。1件はワシントンで

進入承認を受けた航空機が，直ちに高度を下げて進入を

始めたところ山に激突した事故で，航空管制用語につい

て関係当局の間で検討を行っている。他の1件は，ニュ

ーヨークで離陸上昇中の航空機が高度計のピトーヒート

を入れなかったため，ピトー管が氷結し速度計が正しく

指示せず失速して墜落した事故であった。

　（4）1事故はどの段階で最も多く発生するか

　事故の発生状況を時期別にみると，55％は着陸進入

時に発生したものであった。昔の着陸進入時の事故は，

脚が破損することによる事故が大部分であった。最近の

航空機は脚機構が強固となり，脚の破損による事故はな

くなり滑走路の手前（アンダーシュート）又は行きすぎ

（オーバーシュート）による事故が多くなっている。

　着陸進入中の事故としては，1970年代における世界

における輸送機による死亡事故は，前述の12月1日の

事故を含めて58件，死亡者は2093名に達している。

　なお最近大型機の、ILS着陸進入に際しての安全上の

3　一



問題となっていることであるが，DC－10とかL－1011機

はアンテナと主輪との垂直面の距離が長く，滑走路末端

通過時の高度が不安全にさらされていることである。航

空機が着陸する時には，滑走路末端通過高度と速度が重

要なのであるが，図1の如くHが長くなりWが短か

くなってきており，ILSの位置等とも関連があるが手前

接地の不安全要素があるといわれている。

2．マイアミ事故

　（1）事故概要

　昭和47年12月29日夜，定期旅客輸送機L－1011は

旅客163名と乗組員13名が乗組み，マイアミ空港に着

陸進入時に前脚の指示灯が故障したため着陸復航し，飛

行場近くを2000フィートで飛行しトラブルシューテン

グを実施中に，急に高度が下がり墜落し旅客94名と乗

組員名5が死亡した。

　同機には最新式のデジタルフライトレコーダーが搭載

してあった。現在多く使用されているフライトレコーダ

ーは，速度，高度，針路，及び垂直加速度が時間と共に

判明できるが，新しいデジダルレコーダーではさらに各

エンジン性能，迎角，フラヅプ及びエルロソの位置等60

以上のデータが利用出来た。また航跡解析には，航空機

の位置及び高度を示すARTS－III（自動レーダーターミ

ナルシステム）の記録があり，CVR（コックピヅトボイス

レコ・一ダー）と共に事故解析には大きな役割を果した。

　（2）事故の経過（図2参照）

　着陸進入を開始するまで当該機は異常なく運航してお

り，着陸復航した後の時聞的経過は次の通りであった。

　　時　分　秒
　2334：05　管制塔に対し前脚のグリーンライトが

①

23　36：04

　　②

23　37：24

　　③

23　40：38

　　④

23　41：44

　　⑤

23　42：05

23

（3）

1
．

42：42

点灯しないので，着陸復航すると通報

する。

機長は副操縦士に対し，自動操縦装置

を入れるよう指示する。

0．04Gと下方Gを示し，100フィー

ト降下したが自動的に降下がとまり，

1900フィートで飛行する。

1750フィート通過を示すC調音の警

報音が聞こえるが，乗組員は気付かず

反応はない。

飛行場の方に引返したいとの要求に対

し左旋回を指示する。高度は900フィ

ート。

副操縦士が「高度はどうなのだ。まだ

2000フィートだね」機長は「何か起

きたのか」と話し合っており，低高度

になっていることに気付いていない。

墜落

　事故の結論

航空機は，前脚の指示灯の電球が切れていた以外

斧

W

H

鳶⑧

　も
ア！も

　噌昏

　　　　且
1）c－10　　28．9

L－101154．2

　1／　／　／／　／／／！！／／！　／！　！！　！

滑走路末端（スレソシヨールド）

　　　図1

ヲ

／
だ三

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　、㍉誌．一／ノ

　　　　　　　　　　　　　　　　図2
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には異常なかった。

　2．同機は旋回中に高い降下率で地面と激突し，燃料

タンクが破壊して火災が発生した。

　3．乗組員は最新の自動操縦装置を十分に理解してお

らず，一寸の力で影響をうけるとは思わなかった。

　4．乗組員は前脚修理に夢中になっており，前脚を目

視確認する電気室の灯火も故障していた。

　5．乗組員は警報音について気付かず，度々手動によ

る出力減少があった。

　6．乗組員は最後の4分間飛行計器を監視することな

く，予期しない降下を発見しなかった。

3．テキサス事故

　（1）事故概要

　昭和48年9月27日夜コンベア600は有視界飛行方式

で20時15分離陸したが，20時52分19秒に航路から

100マイル北に離れた地点に墜落した。

　当時航路上には，雷雲を伴なう寒冷前線があり，計器

気象状態であった。

　フライトレコーダーによると，同機は離陸後1500フ

ィートまで上昇し，20時49分47秒までは，1500フィ

ートから3000フィートの間を，その後激突するまでは

2000フィート前後を飛行していた。針路は離陸後290

度に20時46分40秒には270度，20時51分45秒には

240度とたえず針路は変化しており一定しいなかった。

速度は160ノットから228ノットの間で，激突した時は

188ノットであった。

　コックピットボイスレコーダーによると，乗組員は離

陸後地上局と交信せず，副操縦士は機長の指示する高度

と針路に従って飛行していた。

　激突の12分前に副操縦士が「今どこを飛んでいるの

か分らない。この付近はよく知らないので」といってい

た。さらに激突2分40秒前に機長が2000フィートへの

降下を指示した際にも副操縦士は，「一体どこを飛んでい

るのだろうか？この辺の標高は…」に対し，機長は「この

付近の一番高い標高は1200フィートだ」といっていた。

　ところが航空機は，標高2025フィートの山の森林に

激突していた。

　（2）事故の結論

　1．航空機は飛行中，機体，発動機及び各システム等

に何等の異常はなかった。

　機長は飛行管理者に飛行計画を説明しておらず，飛行

管理者も当該飛行を監視していなかった。

　3．　同機は有視界飛行方式で，承認をうけることなく

計器気象状態下を飛行していた。

　4．乗組員は，同機の位置を知り安全な飛行高度を選

ぶために利用可能の航法援助施設を活用しなかった。

　5．機長は標高について十分な知識ぶないのに標高以

下の高度への降下を指示した。

　6．　同機は水平直線飛行で巡航速度で激突しており，

乗組員は激突するとは考えていなかった。

　マイアミ事故は最新式の航空機による事故であった

が，高性能の自動操縦装置は過信して使いこなせなかっ

た。最後の288秒の間，乗組員は計器をよく監視してお

らず一人も高度が下っていることに気付かず，全員が灯

火修理に夢中になっていたものである。

　テキサス事故の場合は，利用出来る航法援助施設が多

くありながらそれらを活用していなかった。当時天候は

悪くさらに夜間飛行下にあって，副操縦士は自分の飛ん

でいる地域を知らず不安を持ちながら，機長の指示のみ

で飛行して事故になった珍しい事例であるといえよう。

　これら2件の事故例から明らかなように，乗組員は激

突するまでまさかそんなに大地と接近しているとは想像

もしていなかった。進入着陸中の事故例には，この種事

故は多い。

4．航空事故の対策

　米国においては，運輸安全委員会（NTSB）が事故調査

を実施し，事故防止のための勧告を航空当局である連邦

航空庁（FAA）等に対して行っている。これら勧告のう

ちから，乗組員が気付くことなく地面と激突する事故を

防ぐためにとられた事例の一つを紹介してみる。

　FAAは，昨年12月24日関係航空規則の一部を改正

し，三間大型輸送機に対し本年12月1日までに対地接

近警報装置（GPWS－Ground　Proxyimity　Warning　System）

搭載を義務づけた。このGPWSは，航空機が地面に対

して危険な飛行経路をとり始めると，回復操作の時間的

余裕をもって乗組員に警報を与える装置である。この装

置はアメリカのサンドストラッド社が開発したもので，。

警報音とプルアップ（機首をあげよ）という音声と赤い

警報灯が点滅して乗組員に緊急事態をしらせる仕組み

で，次の5つのモードから成っている。

　1．2400フィート以下を飛行中に降下率が多くなっ

た時。（高度により降下率は定められている）

　2．

　3．

た時

　4．

　5．

飛行中地面への接近率が異常に大きくなった時

離心後700フィート到達までの間に降下率を示し

飛行中地面との高度差が極度に少くなった時

計器着陸による進入時グライドスロープから一定

値以上外れた時

　このような新型の警報装置が取付けられることによ

り，進入着陸時における事故は減少することが期待され

てV・る。
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電波航法Electronic　Navigatlon　Review
No．20（1976）

ビーム圧縮レーダ
電気通信大学 鈴　木 務

Beam　Compression　Radar

Associate　Professor　of　the　University　of　Electro・

　　　　　　Communications，　Tokyo，　JAPAN．

　　　　　　　　　　　　　　Tsutomu　SuzuIKI

（1）まえがき

　アンテナビームを鋭くするにはアンテナの寸法を大き

くすることが必要とされる。アンテナの寸法を大きくせ

ずにビーム中を小さくすることは従来の技術では不可能

であった。これはアンテナが線形素子として動作してい

るからであり，アンテナから得られる信号を電子回路

で処理することにより出力を得る信号処理アンテナ

Signal　Processing　Ante㎜aではアンテナを等価的に非

線形動作させることができ，これにより新しくビーム圧

縮技術が可能となった。、ビーム圧縮をする信号処理アン

テナのいくつかの方法はすでに発表があり＊1，r ﾅも古い

ものは電波天文用のアンテナとして有名なMill’s　Cross

Antenna＊2がある。レーダ用のア，ンテナとしてビーム圧

縮を初めて実現したのがドイツのエルベ河とオランダの

ロッテルダム港に設置して現在稼動中のmultiplicative

antenna　radarである。現在までにロッテルダム港に1

台とエルベ河に4台が稼動している。筆者も数年前から

アンテナビームの圧縮をしており，いくつかの方法につ

いてすでに研究を行っていたが今回上記のバー’バーステ

ーションを見学し，オランダのロッテルダム近くにある

Cristian　Huygens　Laboratoriumにおいてアンテナの設

計者，R．　Blommendaal氏とビーム圧縮について技術交

流をする機会を得たので主としてmultiplicative　antenna

によるビーム圧縮を中心に簡単な紹介をのべることにす

る。

（2）．単一型相関アレイ，Single’Correlation

　　Array

Mi1Ps　Cross　Antennaは図1に示すごとく二つのアレ

＊1A．　Berman　and　C．S．　Clay，‘‘Theory　of　time

Aアンテナ素子列

9
歩

5

Bアンテナ素子　1

ρ一一・◎一一一∈〉噌 一輪》一　　　一一　　　　　．

叉　A列素子による指

〆

合成指向特性 よ

量
中
1

B列素子による指向特性’

　　arranged　product　arrays

　　29，　806，　1957．

・＊2工D．Kraus‘‘Astronomy

J．Acoust．　Soc．　Am．

McGraw　Hill　Book　Co．

図1Mill’s　Cross　Antenna　．

イ指向特性の重なり部分のみを利用して等価的にビーム

中を狭くするというよりはアンテナ素子数を節約するの

が主な目的であった。すなわち図1のアンテナアレイに

おいて各アレイ列の受信出力間の積を取出すと：N2素子

相当の指向特性が2：N素子で実現できる。

　図2は相関型アレイと呼ばれるビーム圧縮型アンテナ

で電波天文用アンテナに利用されているアンテナであ

る。アンテナ素子A（X）とB（X）とを2σなる聞隔で

アレイを作り，それぞれからの出力をphase　switching

typeの掛算回路により積出力として取出すと，素子間隔

を4αとしたアレイと同じ指向特性が得られアンテナ全

長を2倍にしたと等価なアンテナとなる。いま単一波源

からの到来波について考察すると，五，β素子からの受

信出力は

　　　　　　o・＝A（X）cos（ω’一βαX）　　（1）

　　　　　　砺＝＝B（X）cos（ω’十βσX）　　　　　（2）

ここで，x＝sinθ，θは電波の到来方位，β＝（2πμ），位

相定数，且（X），B（X）はそれぞれ素子の指向特性とす

る，α（の・は位相切換器で，B素子出力は位相変調を受

けて

博

！｛
∞
d

　ヒ養

一6一



し
ア

A〆『＼

コ

ドθ、
5

α

分に圧縮されたことになる。これが相関アレイの基本原

理である，図3にそれぞれの指向特性の概要を示す。

｝

取の 位　相
切換器

α（り

同　期
検波器

：PA．B

図2相関型アレイ，Correlation　Array

　　　　　％＝＝B（X）cos｛ω’→一βαX十α（’）｝　　　　（3）

となりA素子出力と加特されてから同期検波（α（のの

周期で）、されると合成出力。・は

　”巷＝（zノα十ごZb）・（zノω一zノむ）　　　　　　　　　　　　　　（4）

一∬（X） g伊（X）＋且（X）B（X）…（・β・X一・（の）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

とな一り第2項成分のみを周期αので同期検波すると出

力（電力）は

　　　　　　島β＝A（X）β（X）cos（2βσX）　　（6）

となる。A（X）＝B（X）とすると

　　　　　　　1と4」8＝ノ生2（X）cos（2βαX）　　　　　　（7）

となる。一方アンテナ素子出力を従来のごとく重畳する

と出力電力島＋Bは

　　　　　　　a＋β＝A（X）cos（βαX）　　（8）

となり（7）と（8）を比較すると（7）はXすなわち電波

の到来方位θに対して（8）より半分の周期を持つことが

わかる。つまり同一構造のアレイにおいてビーム幅が半

「

PAB

P　A十B

0

→ X＝sinθ

（3）　アレイアンテナを素子とした掛算形アンチ

　　ナ

　相関形アレイ：叉は掛算形アレイを実現するにはいくつ

かの方法がある。ここでは欧州で実用化されているハ．r

バーレーダに利用した掛算アンテナの例＊3を示す。、図4

の構造においてAはスロットアレイアンテナ（長さ約

4m），　Bは両端につけた基準アンテナ素子で小型のホー

ン挙国はスロットアレイを用いる。馳Mはアナログ型の

掛算回路でダイオードの非線形を利用する。Aアンテナ

　　　　　　　　　　｝
@　　　　　　　　　Lθ　　　　　　　　　　9β（の　　　l　　　B（

，　　オ（の

！！ノノ〆 ！！！1！
1

M

攻の・B（9）

B（の

図4掛算形アレイ・Mulキiplicative　Array

の素子数，2N十1，素子間隔，4，

と指向性A（φ）は

　　　　　　　A（φ）＝Σσ％exp（勿φ）
　　　　　　　　　　π＝一ハr

　　　　　　　　　　　2π
　　　　　　　　　φ＝一r4・i・θ

砺＝1とすると

　　　　　　　　　　　　　2ノ〉十1
　　　　　　　　　　　　sin　2　φ
　　　　　　　　．A（φ）＝
　　　　　　　　　　　　　．φ
　　　　　　　　　　　　　Sln万

一様分布特性とする

となる。Bを利得1の単位アンテナと考えると

　　　　　　　　　β（φ）＝2cos！＞φ

・4とβとの積出力を取出すと

　　　　　　　　　　　．’2」邸十1
　　　　　　　　　　Sln　2　φ
　　　　　　　　　　　　　　　　・2cos　1＞φ　　　　・4（φ）・β（φ）＝

　　　　　　　　　　　　　φ
　　　　　　　　　　　　sln－iガ

2V》1なら

（9）

（10）

（11）

（12）

（13）

図3線形アレイと相関アレイの指向特性

＊3R．　Blommendaal；‘‘Short

　product　anfenna　system”

　laboratoriuln　N　V．

Description　of　the

Christian　Huygens
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図5　掛算形アレイの指向特性，Field　Pattern　of

　　　aMultiplicative　Array

　　　　　　　…Nφ÷…（2ノ〉十1　　2）

としてよいので（13）は

且（　　　　　・・i・（等1φφ）B（φ）÷　　　　　　　　．，．一φ）．…幽）

　　　　　　　　　　Sln万

　　　　　　　　　sin（2／V＋1）φ
　　　　　　　＝2
　　　　　　　　　　　　φ　　　　　　　　（14）
　　　　　　　　　　sln－7

となる。（14）と（11）を比較すると積出力は（14）スロ

ットアレイ五（φ）に対して約半分のビーム幅を持つこと

がわかる。Bアンテナは小型の素子なので全体の寸法は

　図6ロッテルダムハーバーレーダアンテナ
　Multiplicative　Antenna　at　Rotterdam　Harbour

Radar　Station

ほとんどAアンテナの大きさでよい。（図6）またサイ

ドローブ比も改良される。図7はロッテルダム港入口

のPilot　Mars　Stationに設置した掛算アンテナの写真で

（a）　通常モード，Normal　mode

（b）ビーム圧縮モード，Beam　Compression　mode

図7　エルベ河レーダ映像PPI　Picture　at　Elbe　river

のアレイ素子のみのビーム血痂O．5。（Xバンド）がビ

ーム圧縮により約0．25。に圧縮されている。図7（a）と

（b）はドイツエルベ河のBrunsb廿tel　Stationハーノミーレ

ーダ局でモニターしたエルベ河のレーダ映像で（a）が通

常のモード（A素子のみ使用），（b）がビーム圧縮モード

として同一アンテナを使用した映像を示す。スイッチで

切換えるだけで徴細な映像になってビーム圧縮の効果が

認められた。

（4）ま　と　め

　本論では新しいビーム圧縮技術の一例を紹介した。こ

の他にもいくつかの方法があり，筆者のところでも数年

前からこの方面の研究に着手していたが世界で初めて実

用化に成功したヨーロッパのハーバーレーダをみて私自

身への強い：刺戟となってたとは否めない。Blommendaals

に会いいろいろ設計上の苦心話を聞かせてもらった。ハ

ーバーレーダのオペレータも映像の鮮明化を認めてお

り，今後欧州ハーバーレーダにこの新しい技術が標準的

に取入れられるようになるだろうと話していた。簡単な

紹介と解説であるが日本の関係者の方々のなにかのご参

考となれば幸いである。
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ケーブル船黒潮丸の航法自動化システム

三菱重工業株式会社下関造船所孝子貞雄

The　Automatic　Navigation　System　of　the　Ca’ble－ship‘‘Kuroshio－maru，，

Mitsubishi　Heavy　Industries　Co．，　Ltd．

　　　　　　　　　　Sadao　KAKIsAKI

レ

1．　まえがき

　ケーブル船黒潮丸は，日本電信電話公社発注により，

三菱重工業株式会社下関造船所において昭和50年2月・

28日に竣工したもので，その任務たる布設ルート調査，

布設工事等を高精度で能率良く実施するため，工事中の

船位三三の高精度測定，操船，布設，記録を総合的に行

なう中央コンピュータオンラインリナルタイム方式の大

がかりな自動化システムを採用している。

　本報告はその自動化システムの全容について紹介する

ものである。

2．本船の概要

　本船はわが国最大の新鋭ケーブル船であり，ケーブル

敷設船としての種々の工夫が凝らしてある。図1に本

船の一般配置図を，表1にその主要目を示す。

3．　ケーブル布設工事の概要

　近年海底同軸ケーブル通信方式の発達は著しく，大容

量化，長距離化が進められ，国内では従来海峡間や離島

問にしか使用されなかった海底線は，沿岸大都市間を結

ぶ幹線通信ルートとして脚光を浴びることにならた。そ

のため，大容量化に見合う信頼性の向上が必要不可欠と

なり，浅海域での漁労や投錨によるケーブル障害を避け

るために，従来のケーブルを単は海底に横たえるだけの

布設方法に加え，ケーブルを海底に埋設する布設方法も

実用化されつつある。

　このような進歩に伴ない，布設工事に対する信頼性の

要求も格段に厳しくなり，ケーブル敷設船による工事

は，図2に示すような各段階に分けて実施される。

　先ず布設工事に先立ち幾つかの候補ルートを設定し，

SGソーナや音響測深機を用いて地質構造や海底表面状
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表1黒潮丸要目表
船 級

全 長

垂線間長
幅 （型）

深　さ　（型）

喫水　（型）

総　トン数

純　トン数

載荷重量

タンク容積

速 力

航続距離

JG近海区域

119．28m

105．00m

16．20m

5．90m

5．60m

3344．90　　トン

1239．85　　トン／

2320　トン

上部ケーブルタンク　　　　　　1035m3
No．1ケーブルタンク（ベール）　353　m3
No．2，3ケーブルタンク（コイル）　887　m3
燃料油タンク　　　　　　　　　　628m3
清水タンク　　　　　　　　　　　533m3
清水バラストタンク　　　　　　　335m3
海水バラストタンク　　　　　　　238m3

試運転最高
航　　　　海

17．88kn

16．5kn

6883海里

主　機　関

補助ボイラー

主発電機
停泊用発電機

フ。ロ　ペ　ラ

バウスラスタ

ろタンス
フ　　ス　　タ

ケ　一　ブル
エ　ン　ジ　ン

作　業　艇

ディンギー

シーリフ　ト
ク　レ　一　ン

埋’ ﾝ　機

三i菱MAN　V8V40／54x1
非逆転ディーゼル機関
連続最大出力8900Ps／430∫pm

クレイトンWHO－100×2

3相Ac　450　v／812．5KvA×4
ダイノ、ツ8PSHTb－26D駆動
3相Ac　450　V／375　KvA×1
ダイハツ6PSHTc－20駆動
三菱KAMEWA　4翼
可変ピッチプロペラ×1

三菱：KAMEWA　4翼
可変ピッチプロペロ×1
800Ps（600　kw）／262　rpm

三菱KAMEWA　4翼
可変ピ・ッチプロペラ×1
500PS（375　kW）／337　rpm

電動油圧3800φドラム型
高・中・低速3段切換式左右舷各1．
引揚げ能力
　　30t×15　m／min～2t×225　m／min

9．5m（85　PSエンジン付）x1
12．5m（280　PSエンジン付）×1

FRP（75　PSエンジン付）×1

博

電動油圧132kw／20　t／13　m×1

調3号×1

調　査

設　計

布設・理設

保　守

海洋言同査

S（奇ソーナ

二三二機丁丁

ルート

特設・スラ曽ク・レヒ㌧タ

ケーフンレエンシ“ソ

理二丁

エ事記録

図2海底ケーブルの工事

況の海洋調査を行ない，この調査結果より布設に最適な

ルートが決定され，更に海底の起伏に合わせてケーブル

を密着させ且つ障害時にケーブルを引き揚げられるだけ

の余裕（スラック）を持ったケーブル長さとルート上の

位置に対応したケーブルの繰り出し速度が設計される。

尚，後刻埋設工事を予定しているルートについては，埋

設機の空曳による調査が行なわれる。

　このような調査ができるためには，調査の際中に正確

な臥位を測定することができ，しかも次の布設埋設工事

の際も含めて，決められたルート上を正確に航走する必

要がある。

　また布設工事に際してはゴ．設計通りにケーブルを布設

するために，工事期間を通じて船速の変化に応じてケー

ブル繰り出し速度を算出し，ケーブルエンジンを常時監

視制御しなければならない。

　そして，ルート調査及び布設埋設工事中に採取した膨

大な量にのぼるデータは，保守のための参照データ，．次

期工事のための参考データとして整理保存される。

　本船では以上のようなケ7ブル敷設船に要求される機

能を備えるために，各種測定機器や制御機器をコンピュ

ータとオンラインで結び，これをリアルタイムで処理す

ることにし，ケーブル布設作業の自動化システムを構成

した。図3に本船による布設作業の概念図を示す。

4．システム構成

　本システムは図4に示すように，各外部プロセスより

与えられる三位，叢話，相対位置，．水深情報を「中央コ

ンピュータシステム」により処理し，常時最も確度の高

！味
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図3　敷設船黒潮丸布設作業概念図

　／”
G一。パウスラスタ

　　　　　　　　　　一
　　　精密測深儀
　　　‘水深、’海底傾斜測定）

　　　　　ウ，
　　　　　　％写　．・・が

　　　　　　　　㌔，　　　　　　　　　　　　侮中灯創
　　　　　　　　　　り，，　超音波発振器
　　　　　　　　　　　’9，　　　　　　　　　　　％，　本船投下
　　　　　　　　　　　　ぼの

＿　　．ノk～

6

中央コンピュータ

　システム

（EXEC－S　10／C）

　モータ

共通データ設定システム

ルー　トデータ

布設データ
編　集

三位胸回測定システム

船印測定
船位推定
二三測定
船位プロット

気．〆’‘』’

布設自動化システム

ゲーブルエソジン制御

布設状態監視

自動操．船システム

自動操舵

ルート保持

偏位プロット

航法計算システム

着点計算
航程．方位計算

大圏航法計算

天測計算

工事詫録システム

船位修正
測深調査記録

「海底面調査記録

埋設工事記録
布設工事記録

計算を行なう「航法計算システム」の7つのシステムか

ら構成されている。

5．ハードウェア構成

　本システムは，中央処理装置とその周辺装置及び外部

プロセスの、3つのハードウェア群がら構成されている。

図5にハードウェア構成を示し，図6にその機器配置を

示す。そして以下にその主な構成機器の概要ならびに性

能の要目を示す。

　5．1　中央処理装置

　中央処理装置としては，日本電気（株）が舶用に開発し

たモジュール構造のNEAC－S　10型ミニコンピュータ

を用いている。

　　　処理系

一一・ゆ・　情報系

　　　　図4　システム構成

表2　中央処理装置要目表

中央処
理装置

語　長

コアメモリ
サイクルタイム
オプション

16データ・ビット
　・十1パリティー・ビット

32K語
0．8μS

DMA
記憶保護　　512語単位
外部優先割込　48レベル

い船位，船速を計算する「船位船速測定システム」と

この情報をもとに「共通データ設定システム」で与えら

れたルート上の自動操船を行なう「自動操船システム」

と．C与えられたルート上の布設工事の監視，制御を行な

う「布設自動化システム」と，海洋調査，工事結果の一

括整理記録を行なう「工事記録システム」と，各種航海

　5．2周辺装置
　周辺装置は，磁気ディスク装置，プロセス入出力装置

（アナログ入力部及びディジタル入出力部），紙テープ入

力装置，入出力タイプライタ，固定キャリッジタイフ．ラ

イタ3台，磁気テープ装置，ケーブル制御室用XYプ

ロッタ（AO版）及び操舵室用XYプロッタ（A4版）
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副
　8K

MEU
　8K

MU
　8K

MEU
　8K

中央処理装置

OPP CPU
〈OPU＞
DMA
PIL

〈10U＞
一」ユ。，

タイムアップ

フ』イラ

6 5 4 3 2 1

BI㏄ BIOC ・・“・ ?E 脱

周辺装置

双
c
u ㎜

●　・

FCT
CU

AO

XYP㎜R

驚

JB

FCT

酊

町

PTR

Iorw

■

MDD

PID

A／IA／OD／ID／0

　　コ
コ超

ヲ腎
、しタ角

ミムオペレータコソンーノ
共
通
デ
ー
タ

工
事
記
録

船
位
地
速

自
動
操
船

布
設
自
動
化

航
法
計
算
盤

堕
多づ
了
麦

ノレ

マ

ケーブル変換盤
引一P一軸薗一噂。

精密
測位装置

NNSS

ジャイロ

●

DOPPLER
SONAR

TAur
WI　RE

EML

外部プロセス

舵角制御

A4
XYPLσITE：

ケープ〉レェンジ’

ｧ　御

マ・レチビーム

@測深機

ドラムロー

Jウント
測位ソ」

レピータ

Jウンタ 埋設機

ケーブル

｣力計 SGソーナ

傾斜．計

CPU：Central　Processing　Unit

　　　　　　　　　　　　　　　　中央処理部

　MU：Memory　Unit　　記憶部
MEU：Memory　Expended　Unit

　　　　　　　　　　　　　　　　記憶増設部

　OPP：「Operator　Panel　　オペレータパネル
OPU：Option　tJnit　　　付加部

DMA：Direct　Memory　Access

　PIL：Priority　Interrupt．優先割込

MLO：Memory　Lock　Out記・1意保護
．：10U　Input　OuΦut　Control　Unit

　　　　　　　　　　　　　　　　入出力制御部

BIOc：Buffered　I／0　controller

　　　　　　　　　　　　　　　　汎用入出力制御部

MTC：Magnetic　Tape　Controller

　　　　　　　　　　　　　　　　磁気テープ制御部

slo－A：standard　I／o　controller

　　　　　　　　　　　　　　　　標準入出力制御部

　　PIC：Process　Interface　Controller

　MDC：Magnetic　Disk　Controller

　　　　　　　　　　　　　　　　　磁気ディスク制御部

XYCU：XYP　lotter　Control　Unit

　MTD：Magnetic　Tape　Device
　　　　　　　　　　　　　　　　　磁気テープ装置

FCTCU：FCT　Control　Unit　FCT． ｧ御部
　　FCT：Fixed　Carriage　Typewriter

　　　JB：Junction　Box　　接続箱

　　PTR：Paper　Tape　Reader紙チーフ。読取装置

　　PID：Process　Interface　Device

　　　　　　　　　　　　　　　　　汎用並列入出力制御部

　MDD：Magnetic　Disk　Device
　　　　　　　　　　　　　　　　　磁気ディスク装置

10Tw：1／0　Typewriter　．入出力タイフ．ライタ

　NNSS：Navy　Navigation　Satelli㌻e　System

　EML：Electric　Magnetic　Log

　　　　　　　　　　　　　　　　　電磁ログ

・図5　自動化システムハードウェア構成

だx
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操舵室（W／H）

々ルチビ』ム表示器

測位ソーナ表示器

コンピュータ用ナベレ一斗コンソール

　オペレータパネル（OPP）

　・磁気テープ装置（MTD）
磁気ディスク装置（MDD）

　　処理装置（32K－S

ナー・トパイロットスタソト

用オペレータコンソール

操舵室用XYプロッタ（A4）

」
「
’

操舵室（前窓上）表示盤

り解り¢．

ロランCLR－3Z
　　　変圧器
　テレビ接続箱

　　　続箱
　　　分電盤
ニ　キ　ビネ・ト

。・を

、．，・臼

’
σ
5

　
．
〆

∠
●

ケーブル制御室（CCR）

、

、

定周波電源装置

鑑豊ジャイロコンパスレピータ

磁ログレピータ

ケーブル変換
ケーブル制御室用XYプロッタ（AO）

入出力タイプライタ（10TW）、紙テープ入力装置（PTR）

　ペソレコLダ
ケーブル張力計指示計

　　測位ソーナ
　マ，。チビ＿ム測深記録棲

マルチビーム測深機受信機

　　密測位装置（APIX）
マルチビーム測深機唱信機

法衛星受信装置（NNSS）

　　ドッブラソーナ
　固足キャリジタイブライタ

航法計算盤
FCT瓶3

ロランCALR－5A　．

　位促

キ　リジタイブライタ（FCT）蕉2

　　　　　　　　κIl

テ醤ブ，．

総合オペレータコンソール

図6　ケーブル船黒潮丸自動化システム機器配置図．

㌧〆一．へ

から成っている。またプロセス入出力装置には，ケーブ

ル制御室用及び操舵室用のオペレータコンソール及び各

種外部プロセスが接続される。

　5．3外部プロセス

　外部プロセスは図5に示すような各プロセスから成っ

ている。

　主な航法機器としては，陸上の2つの従局と船上の主

局とから成り電波で陸上局を基準とした巴瓦を測定する

精密測位装置と，人工衛星を用いて風位を測定する航法

衛星装置があり，船速計としては，水中で超音波を送受

信し船首尾方向と左右舷方向の船速を測定するドップラ

ソーナと，船尾から細いピアノ線を繰り出しその繰り出

し速度及び繰り出し長から船速及び航程を測るトートワ

イや装置と，海水の流れによる電磁誘導を利用して卜書

を測定する電磁ログがある。

　また測位ソーナは，SGソーナ，埋設機などの曳航物

体の船に相対的な位置或いは海底の基準点に対する船位

を求めるのに用いる装置である。

蕊合オペレータ

　　ニ］ンソール

データ言錠

共遍：データ設足システム

ルートデータ

布設データ

6．．システムの機能

FC’sNO．1
メ　・ソセージ

紙テー：ノデータ

　6．1共通データ設定システム

　共通データ設定システムは，他のシステムが共通に使

用するデータを設定，修正，編集，’作表する機能を持

FCTNO．3
編集データ

図7共通デ7タ設定システム

つ。図7に機能ブロック図を示す。

　設定する共通データにはルートデータと布設データが

あり，ルートデータにはSSPデータとステーショ’ンデ

ータが，また布設データにはレピータスパン，ケーブル

外径，レピータ種類，スラック等がある。

　図8に設計ルートの例を示す。このルートは4セクシ

ー13一



表3周辺装置要目表

磁気ディスク装置

カセット磁気テープ装置

紙テープ入力装置

入出力タイプライタ
　　　　（IBM　731）

固定キャリッジタイプライタ
　　　　（IBM　735）

AO版XYプロッタ

A4．版XYプロッタ・

　
入
出
力
装
置

プ
ロ
セ
ス

オ
ペ
レ
ー
タ
コ
ン
ソ
ー
ル

アナログ入力部

ディジタル入力部

ディジタル出力部

総合オペレータ
コ　　ン　　ソ　　一　　ノレ

航　法　計　算　盤

操舵室用オペレータ
コ　　ン　　ソ　　一　　ル

操舵室前容上表盤示

記憶容量・
アクセスタイム
トラヅク数
記録方式

350K語
糸勺　17msec
200
固定長
28セクタ／トラック
64語／セクタ

データ転送速
度記録密度
テープ長
データ転送速度
トラック数
リードライト速度

110K語／sec
50語／インチ
300フィート
250語／sec
2
5インチ／sec

読取速度
読取方式
テープ送り速度
紙テープ規格

300字／sea
光電式
762インチ／sec
ISO　8単位

印字方式
印字文字数
インクリボン
最：大印字数

式→
戦
術

ゴ
6
4
黒
7
2印字方式

印字文字数
インクリボン
最大印字数

式弔饗
誇

ゴ
6
4
黒
1
5有効記録面

プロット速度
プロット長

1100mm　x　800　mm〈AOサイズ）
300ステップ／sec（XY共）
0．11pm／ステップ

’有効記録面
プロヅト速度
プロット長

11インチ×81／2インチ（A4サイズ）
300ステップ／sec（XY共）
o．01インチ／ステップ

点数
信号レベル
AD変換分解能

16点
0～十10V標準
12ビットフルスケール

点数
信号レベル

1280点
DTL，　TTLレベル

点数
信号レベル

1024点
DTL，　TTLレベル

ケーブル土ンジンのリモートコントロール（含アナログバックアップ）共通デ
　ータの設定
船位全速測定システム，自動操船システム，布設自動化システムの発停，デー
　タ設定，表示
工事記録システムの寸歩
ITVモニターの操作　，

航程方位計算，着点計算
大圏航法計算，天測計算

自動操船の発停

船位急速データの表示

一14一
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表4学部プロセス要目表（1）

外部プロセス

精　密　測　位　装　置
　　　　（明星電気）

　　　　　1式

航　法　衛　星　装　置
（北辰一マグナボクスNNSS）

　　　　　1式

ナρソ
）

　
気【電

ラ
立

　
安

む
　

く

フヅド

トートワイや装置
　　　（三菱重工）

マルチビーム測深機
　　　　（日本電気）

測　　位　　ソ　　一　　ナ

レピータ通過検出器
　　　　（三菱電機）

ケーブルエンジンドラム回転
数カウンタ
　　　　（三菱電機）

電 磁　　　ロ

（北辰電機）

グ

スパ
ン
）

　
器

コ
計

・
鯨　

（

イヤジ

構 成

主局用空中線　　　　　　　1台

　　　（アンテナ装置付）
主局本体　　　　　　　　　1台
従局用空中線　　　　　　　2台
　　（遠隔アンテナ追従装置）
付従局本体　　　　　　　　2台
従局用電源　　　　　　　　2台

受信空中線／プリアンプ
　　　（水平面内無指向性）
受信機
専用計算機（12K語）
入出力タイプライタ

1台

弓
台
台

－
↓
－
↓
－

本体
送受波器
接続箱A

台
組
台

－
⊥
　
1
　
1
⊥

　
　
器

　
酒
醤

　
電
発

　
発
ス

　
度
ル

体
速
パ

本
黒
幕

台
台
台
’

2
9
臼
9
右

記録器
制御器
送信機
送信機電源

受信機

ディジタイザ
ディジタル表示器
傾斜計

傾斜出力制御器

送波器（船底ドーム内装備）
受益器（齢底ドーム内装備）
配電盤

主 性 ヒ
ヒ

ム
月

最大測定可能
　距離
測定精度
外部出力
搬送周波数
距離表示
従局電源

50km

±101n以内
BCDコード
3GHz帯
ディジタル表示
発動電動機

静的精度
動的精度
受信周波数
外部出力
動作深度

50m　CEP
200m　CEP
150MHz及び400　MHz
ASCIIコード
1・8～200mは海底反射

送信周波数
送信電気出力
音速補正
速度表示

外部出力

他は海水反射
150kHz帯
80W（20W×4）
サーミスタによる自動温度補正
0～30．0ノット数字表示
対地，対水の判別表示
併行2進

ワイヤ長
外部出力
速度表示

最大140浬『
パルス出力1パルス／10cm
O～＆ノット

　
力
　
　
出

六
出
　
　
検

波
気
式
示
号
真

率
電
方
表
信
方

信
販
録
録
諸
官

輸
送
記
記
海
処

　
ト

　
　
ン

　
カ
イ

　
出
ポ

示
部
深

表
外
舅
数

台
台
式
式
台
台
式
台
台
個
個
台

1
1
1
1
　
　
　
　
　
1
1
3
1

受波器（船底ドーム内装備）　4個

制御器　　　　　　　　　　1台
距離計数器　　　　　　　　　1台

アナログ演算器
方位指示器
方位表示器（CKT方式）
配電盤
前置増幅器
ピンガ（直距離1500m，
　水深500m）

ム
ロ
ム
ロ
ム
ロ
ム
ロ
A
ロ
ム
ロ

ー
ム
ー
n
∠
1
1
⊥
　
　
1
⊥

基準14kHz
1．6kW×5CH
乾式放電破壊記録方式
最大8000m
レベル検出

海底自動追尾
ディジタル表示

BCDコード3CH
3ポイント
　（直下，右1．5。，左1．5。）

距離測定範囲
（同期式）

受波器配列
受信周波数

モード切換
外部出力

ピンが電気出
力

10～3000m

正方形1．7m
10～50kHzの内3周波数切換

測距モード，測角モード

BCDコード
直距離1CH
距離差2CH（測距モード）
距離差2CH（測角モード）

100W

外部出力 パルス出力
1パルス／レピータ追加

外部出力 パルス出力
1パルス／10cm

外部出力 アナログ1V／ノット
パルス出力
400パルス／1浬

外部出力 グレー2進コード
11ビット
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表4外部プ．ロセス要目表（2）

外部プロセス

ケーブル張力計

曳航ワイヤ張力計
舵 　　角

（東京計器）

計

トツ
ロ
）

　
器

イ
計

．
、
京

ノ
東

ト
（

［オ

ケーブルエンジン制御器
　　　　（三菱電機）

調　　3 機設埋号

　電住（

SG　　　ソ　　　一
　　　　（日本電気）

ナ

構 成 主 性 ヒ
ヒ

ム
月

外部出力 アナログ
10Vフルスケール

外部出力 アナログ
10Vフルスケール

外部出力 アナログ
14v／35度

外部入力 アナログ
14v／35度

外部入力 アナログ
10v／7．29ノット

外部出力 アナログ
±5Vフルスケール水平けん引
　角

±5Vフルスケール垂直けん引
　角

±5Vフルスケール鋤深度

て

外部入力 パルス
ステーション通過信号

6SP1
陸，

　　　　S・SP2

認窺ヲ劃㍉

『SSP3

セクヲ3ツろ SSP4・

オペレータ・コンゾール

（マニュアル言錠データ表示）

ルート

　　ルート
　　SSP（セクツヨジスダートボイプト）
　　ステーソヨソ

布設テ」タ

　　レピータ又パソ
　　ケーフル外経

　　レピータ種頚
　　スラゾフ

　　　　　図8 共通データ

ドプラソーナ

電磁ログ
最大データ数

　卜20本
　2～20コ
　2～200コ

トートワイヤ

ジマイロ

酷位船i速測定，システム

定貝

、
正

イ浜漕
船
即

位
算

江
ロ室演三

十
・
ぢ
ロ

云
晦

・
、
！痔薄

最大設足値

　qqq．曾牝

　gq．q軋
　曾q．コ
　土鰍9％

ヨンから成り，SSP　2，　SSP　3で屈折している。各セクシ

ョンにはステーショ．ソが存在し，この点は調査及び工事

におけるステーションレポート作成のためめ情報収集点

になっている。また各データは図8に示す範囲としてあ

る。

　6．2三位船速測定システム

　船位二二測定システムは，航海中の船位と船速を各種

測定器から読み込むデータを基に5秒毎に算出し，他の

システムに必要な船位，二二データを供給するとともに，

れこをオペレータコンソールに表示する．ものである。図

電波測位装置

海図用（AO）

×Yプロッタ
（追跡・記録）

NNSS

FC丁NO．1
メ。パ巳一シ“

〆x，

　　　　他システムへ

図9船位光速測定システム

9に本システムの機能ブロック図を示す。

　（1）船速測定
　本船はその作業の特殊性のため，船速計としてドップ

ラソーナ，電磁ログ，トートワイヤを有し，更に電波式

精密測位装置からも船速が算出でき，オペレータコンソ

ールに同時に4つの船速が表示され，オペレータは作業

に適した船速を使用することが可能である。船速として

は，対地遅速，対水船速，対地補正船速がある。

一16一
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　（2）船位測定

　船位としては，陸地より約50km以内の沿岸部海域

においては電波式精密測位装置により精密船位が得ら

れ，またそれ以外の大洋島海域では航法衛星装置と高速

計とジャイロコンパスから推測船位が算出される。

　（3）潮流計算
　推測船位は，潮流，風などの外乱，センサ類の精度に

より誤差が生じるが，約90分に1度の航法衛星飛来時

には，受信したデータを基に推測三位の誤差が補正され

る。またこの船位の誤差を潮流と見徹し潮流の値が計算

され，この潮流は対水船速を用いて推測船下を求める場

合に補正用に用いられる。

　船位船速測定システムで得られた船位データは，緯

度，経度の形式でオペレータコンソールに表示されると

同時に，XYプロッタ上の海図に直接プロットされるの

で，ルートからのずれ，航跡などカミ判る。

　6．3　自動操船システム．

　自動操船システムは，ケーブル船の一般航海時，ルー

ト調査時及び高速布設時において，航海前に予め設定さ

れたルートに沿って船を航行させるに必要な操船のため

情報を航海士に与えるとともに，コンピュドタによるオ

ートパイロットの制御を可能とし，これを用いて自動航

行させることを目的としている。図10に本システムの

機能ブロック図を示す。

オペレータコン・ノール

（マニュアル殼定データ表示）

得られた船位データと，予め共通データ設定システムに

おいて設定されたルートデータを比較して，設定ルート

からの偏位やオートパイロットへの設定値等の計算とそ

の表示までは行なうが，オートパイロットへの制御指令

は出力されないので，操船制御は操舵手を介在して行な

われる。

　（2）　クローズドループモード

　クローズドループモードでは，コンピュータによるオ

ートパイロットの制御指令が出力され，オートパイロッ

トへの設定値がコンピュータから直接出力されるように

なり，操舵手の介在無しに自動操船される。

　設定ルートからの偏位は，オペレータコンソールに表

示されると同時に，図11に示すように操舵室内のXY

プロッタに記録されるので，操舵手はこれらの表示を参

考にして操船することができる。

一一婁P

SSP

冒（SSPか5のルート長）

1（偏位）

　也システム
設定ルートデータ

蔭位拍翫速・データ

自動操船システム

ジャイロ読滋

偏位計算
自動孫舵

職
事

ー
ロ
記

閑
プ
跡

飴
Y
航

操
X
ー

ジャイロコンパス

FCTNO．1
メヅ乱心ジ

他シス丁ムへ
＝オート’くイロヅト装置二

（舵角指示）

図10自動操船シスデム

　本システムにはその運転モードとしてオープンループ

モードとクローズドループモードがあり，操船者は操舵

室内のオペレータコンソール上の押釦スイッチの操作に

よりモードの切り換えを行なうことができる。

　（1）　オープンループモード

　オープンループモードでは，三位船速測定システムで

4旨令方位匝動

　記銀款
図11　操船用XYプロッタ機能

6．4　布設自動化システム

布設自動化システムは，予め調査したルートの状況よ

り設計された布設データを基にして，ケーブルを布設，
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埋設するのを目的としており，その機能は図12に示す

ようにケーブル繰り出し速度制御，布設監視に分けるこ

とができる。

勺「一フノレ繰出長

FGTNα1
メッセージ

オペレータ］ソソール

　データ設定

布蝦自動イヒソステム

ケーフツレエソヅプ罰御

布設縮翻

オペレータコフソール

布設状轍示

サーフソレエブブソ

　速度制御

図12　布設自動化システム

FCTNα2
布設齪輸銀

　（1）　ケープ々繰り出し速度制御

　ルート調査により得られた情報を基に，ケーブルが海

底に密着するように設計された布設データは，共通デー

タ設定システムにおいて設定され，布設自動化システム

ではこの値と塚口船速測定システムで得られた船速デー

タを基に，設計通りの布設ケーブル長になるようケ「ブ

ルエンジンのドラム回転数を制御する。

　ケーブルエンジンの運転モードは，上記コンピュータ

運転の他に，図13に示すようにコンピュータ運転ダウ

ン時のパヅクアップとしてのアナログ制御で手動スラッ

ク設定によるズラック運転と手動速度設定による手動運

転がある。

　（2）布設監視

　布談自動化システムでは，ケーブル布設状態をケーブ

ル制御室のオペレータコンソールに表示するとともに，

布設情報を各チェックポイントでタイプライタに出力す

るので，工事部員はケーブルの布設状態をケーブル制御

室で監視でき適切な処置が行なえる。

　6．5工事記録システム

　工事記録システムは，各工事段階における大量のデー

タを迅速正確に自動的に収集整理レ，編集の上レポート

の作表，作図を行なうものであり，処理速度の向上と省

力化ならびに保守工事の資料作成を目的としている。図

14に本システムの機能ブロック図を示す。

　本システムは大別して調査モード，工事モード，作図

作表モードに分けられる。

　（1）　調査モード

　布設の設計データを作成するために海底の状態を調査

するモードで次の3種類がある。

　測深調査　　測深機による測深調査「

　SGソーナ　　　調査測深調査とSGソーナ

　　　　　　　　　による海底調査

　埋設機空曳調査　測深調査と埋設機空曳による海底調

　　　　　　　　　査

　（2）工事モード

　布設，埋設時の情報を収集するモードで2次の種類が

ある。

　布設工事　　海底ケーブルの布設状態及び水深等

　　　　　　　　　の記録

　埋設工事　　海底ケーブルの埋設状態及び水深等

　　　　　　　　　の記録

　（3）作図作表モード

　調査モード，工事モードにおいて収集したデータを基

に次の表と図をタイプライタに出力する。

　　ステーションレポート　　　　　　　　　　』’．

　　スラックレポート

園

ズ×

殼淑ラック

鉛　逮

〃
遠

ル
「
フ

籔
船

コプビュータ運転

（アログラム制御）

又ラック運転
（アナログバックアップ）

墨蹟

ケーブル＝［ソジソ

毒旨令速度

’ケーフナレ速暴言｝

　（ベルス）

4二了ル

　設薙鍍

チ動埋転
（速薦と定）

／
　ドラム速度 タコジエネ

ケーフル速度計

（タコジェネ）

指々速皮

図13ケーブルエンジン制御ブロック図
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中継器レポート

トウケーブル張力図，鋤深度図

ケーブル張力図

ペレータコブソール

モード還定

く～ルチビーム測’深．機

S・Gソーナ

測伍ソーナ

埋設旛

トートワイや長

トートワイマ張力

工車記鐘ヲステム

湖渓調査

S・Gソーナ調査

埋羅空曵調査

綴工事

理設工事

》

　ディスク

データファイル

FCT　Nα1
メッゼージ

　　水深図

　これらの作図，作表は調査または工事の完了後，全ル

ートについてまとめて出力することができるが，任意に

要求することも可能となつ，ている。

　6．6航法計算システム

　航法計算システムは，従来航海士の手で行なわれてい

た航法計算を，専用の計算盤を用いることにより迅速に

精度良く行なうことが目的であり，他のシステムからは

独立している。

　航法計算の内容は次の4種類があり，入力データをテ

ンキーにて設定すれば，出力データが数字表字管に表示

される。

　（1）着点計算

　（2）　航程方位計算

　（3）　大圏航法計算

　（4）　天測計算

唐セット

NT

デー：9編集

ディ又ク

編集デーダ

撮管

7．あとがき

柞図イ閨門

図14工事記録システム

FCT　No．3
　図，表

　本自動化システムは，海上試験において良好な試験成

績を納めた後船主に引渡され，船主の手でケーブル布設

を含め各種の試験が行なわれているが，現在までのとこ

ろシステムは順調に稼動しており，本システムの最大の

目的であったケーブル布設工事の精度向上は達成されて

いると考える。しかし就航後まだ日も浅く，今後とも本

システムの実績の追求が必要であろう。

／“、
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日本のオメガ局とオメガ監視システム

海上保安庁 豊　福　滋　善

The　OMEGA　Station　and　OMEGA　Monitoring　System　in　Japan

Maritime　Safety　Agency

　Shigeyoshi　ToYoFuKlu

1．まえがき

　海上保安庁が長崎県対馬に建設中であったオメガ局

は，昨年5月1日から正式に運用状態に入った。昭和45

年10月の着工から数えて4年7か月である。しかし，

昭和44年度には候補地の実地踏査やアンテナの設計，

模型実験などが行われており，また，それ以前にはオメ

ガシステムそのものの調査検討がなされているので，実

際に日本のオメガ局設置計画が胎動を初めてから，実に

7年余の歳月が流れている。

　その間，海運，水産，航空の各界においてオメガの調

査及び有用性の研究が進められ，また，オメガの電波を

利用した電波伝搬及び空電の研究，あるいは標準時系へ

の利用なども進められており，オメガシステム完成への

期待はますます高まってきている。オメガ受信機も国内

の各メーカーで製造されており，海上保安庁の調査では

既に1500台余が実際に販売され，使用されている。

　対馬オメガ局の開局により，5つのオメガ局が運用さ

れることになったが，アルゼンチン局及びラ・レユニオ

ン局は現在試験電波発射中であり，両局とも51年1月

には正式に運用を開始すると伝えられていることから，

7つの海でオメガシステムが船舶，あるいは航空機の航

行に大きく貢献する日も近いと言えよう。

2．オメガ局の敷地

　対馬オメガ局の位置は，長崎県上県郡上対馬町大字大

回字高崎，正確には日本の測地系で北緯34度36分42

秒，東経ユ29度27分21秒である。

　第1図に示すとおり，対馬東岸の舟志湾に突き出た半

　島の先端に高さ455メートルの巨大な送信アンテナ鉄

塔が立っており，この鉄塔の先端から16方向に，約1

キロメートル先のアンカー点まで傘の骨状にアンテナが

展張されている。この広大なアンテナ系の敷地面積の約

半分は海面であり，アンテナ効率の向上に寄与している。

　この敷地を決定するに至るまでに，海上保安庁では身

第1図　オメガ送信アンテナ

延山，上高地，大台ケ原など7箇所にわたって現地踏査

を行っている。まず，全国の5万分の1の陸図を点検し

て適地と見られる121箇所を抽出し，その中から附近の

開発の状況，道路状況，電力事情等を勘案して候補地を

絞り，実地検分を行ったものである。当初はパレースパ

ン型アンテナを採用することで検討が進められており，

この時点では調査もこの目的に沿った地形の敷地を求め

ることで進んでいた。しかし，候補地選定の過程におい

て，敷地の入手難と工事費が予想外にかさむことが判明

し，加えて，ハワイ及びトリニダード局のパレースパン

型アステナの効率が期待値以上に低いことが判明したこ

とから，計画をタワーアンブレラ型アンテナに変更し，

また，アンテナ下の樹木の損失が無視できないことが報

告されたため，敷地に海面を含む地形，つまりリアス式海

岸を調査の対象として現在地が決定されたものである。

　敷地の地質は，頁岩又は風化頁岩で，地表部は頁岩礫

を混えた粘性土が0．5～1メートルの厚さで覆っている。，

従って，鉄塔建設のための地耐力は充分であったが，ア

ース線敷設工事には不向きであった。また，丘陵と海面

を含む敷地は，鉄塔の建設，支線及び空中線の展張を難

工事とする原因となった。しかし，一方，離島であるこ

とから懸念された資材輸送の面においては，局舎周辺が

で

ガス
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湾内の平穏な海面であったため，簡単な荷揚げ岸壁と三

脚クレーンを設置することにより容易となったこともあ

った。ただ，鉄塔建上げ工事においては，作業スペース

が充分とれず，工事の進捗に合せて資材を搬入する必要

があり，配船などの工程管理が重要な課題となった。

3．アンテナ系

　アンテナは，第2図に示すように，高さ450メートル

の鉄塔を基本として，頂部から傘型アンテナを展張する

ことで計画された。鉄塔型式としては，地震及び台風対

策から，従来デッカ局で採用してきた円管柱型式の基部

絶縁型支線式鉄塔とした。建設場所の地形上から支線ア

ンカーの位置に制約があり，レベ：ルも不揃いであったた

め，構造物としては設計愚なかなか難解であった。特に，

上空風速についてはデータがなく，設計上のポイントの

1つとなった。鉄塔の構造の概要は第1表に示すとおり

である。頂部から展張する傘型アンテナは，支線として

の機能を持たせないことを設計条件として当初より決定

していたため，展張力は小さいものとしたが，長さ1，000

メートル以上にも達するアンテナ線条の台風時などにお

ける振動解析も問題であった。これらを含めて，風洞実

験で風圧に対する応力解析を行うことも検討されたが，

既存の各施設は，縮尺比の点で利用できず，結局実施す

ることができなかったため，アンテナ線系には，頂部取

付点附近に振動防止用ダンパーを取付けることとした。

　鉄塔の構造設計と併行して，アンテナとしての鉄塔の

電気特1生もチェックする必要があった。三型アンテナの

線条数は，計算上16ないし19本であり，実際には20

分の1及び200分の1のスケールモデル実験により16

本と決定した。このスケールモデル実験によって，各種

のアンテナ特性を確認し，ラジアルアース系についても

一応の目安を得た。

　傘型アンテナ引留碍子の地上高は，鉄塔頂部から0．7h

（hは鉄塔の地上高）の位置とした。これによって，ア

ンテナの放射部長は約600メートルとなった。スケール

モデルの実測値から算出したアンテナ特性は第2表のと

おりである。なお，各支線は6個の支線碍子で絶縁され

るが，その挿入位置もスケールモデルの電界実測値から

決定した。

　本鉄塔を支えるのは，3方6段支線及び基部絶縁碍子

であるが，前記のアンテナ系の性能を実現するために支

線用鋼索，碍子類を新たに開発する必要があった。本鉄

塔用として特に開発して製造された支線用ロックドコイ

ルロープで，最大のものは，外径100ミリ，保証荷重

1，000トンで世界最大の強度を有する。開発が難航した

のは，基部絶縁碍子と支線用碍子で，失敗を重ねたあげ

くようやく完成した。基部絶縁碍子の特性は第3表のと

おりである。

　また，支線碍子に使用した磁器は，基部絶縁碍子と同

一規格のものであるが，各段支線に必要な強度によって

大きさを決定し，組立てた。組立てられた碍子は，最：小

の1段支線用で圧縮破壊荷重900トン，重量3．8トン，

最：大の3段支線用は，圧縮破壊荷重1920トン，重量5．2

トンである。

　鉄塔総重量億鋼管部のみで1200トン，支線重量及び

支線張力を含め，基部における長期荷重は2800トン，

風速60メートルにおける短期最大荷重は3300トンた

達する。この荷重に対する基部絶縁碍子は耐圧縮荷重1
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第1表　対馬局送信空中線鉄塔の構成

項 目

鉄　　塔　　型　　式

鉄　　塔　　高　　’さ

鉄　　塔　　本　　体

鉄　塔　の　重　量

一帯基礎への荷重

台碍子（1組）の形状

台　碍　子　の　構　面

罵　　線　　碍　　子

空　中　線　碍　十

二　線　の　種　類

空　中　線　の　種　回

航　空　障　害　灯

危険航空灯台

昇　　降　　設　　備

記 事

3方6段支線式円管鉄塔

地上高455m，海抜高473m

直径3．Om，エレメントの長さ7．45m

鉄塔本体及び付属器の総重量　約1200t

無風時圧縮荷重2800t，最大設計風速時　3300t

　　ノ
平均直径75cm，高さ130　cm，肉厚9cmの円錐台形状の磁
器を糸巻状に2段積み重ねたもので，金物部の最大直径は90
cm，高さ3m　13m，耐圧縮荷重2000　t，耐電圧450　kV

台碍子6組を正六角形に配置

最大のものの拙聾轟翻P長さ約3緬
使用個数　1支線6個，総数108個

寸法，重量　直径　約30cm，長さ　約7m，重量　約1t

　　　　　　1エレメントに1個，その他引留用区画碍子2使用個数　　　　　個，総数48個

最大直径（V，VI支線）100　mmのロックドコイル

直径35．2mmのアルミ被覆鋼より線

OM－7型（500W）4個1群とし，支線取付部の外部踊場5
個所にそれぞれ取付ける

鉄塔碩部に，E－3型（200W×4，回転式）を設けて，鉄塔
の所在を認識させる

積載量250kgのゴンドラを150　mごとに1台ずつ設け，3
台のゴンドラを乗りついで頂部まで行くことができる

第2表　送信アンテナの電気的特性

項 目

輻射電力

送信周波数

実　効　高

静電容量

共振周波数

周波数帯域幅

特　　性

10kW

10ρkHz

199。5m

0．0344μF

41．5kHz

21．5Hz

項 目

全　抵　抗

輻射抵抗
ヒ
ヒ

ム
月

率

頂部電圧

基部電圧

基部電圧

特　　性

噸
全
部

職
沸

0．956Ω

0．0727Ω

7．6％

170kV

160kV

376A
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第3表　基部絶縁碍子の特性

項 目

特性引張り強度

耐　圧　縮　強　度

耐衝撃強度
曲　　げ　　強　度

弾　性　　係　数

誘 電 率

tanδ

乾燥閃絡電圧

注水閃絡電圧
静　電　　容　量

特 性

280kg／cm2

送装置からなっている。

　タイミングアンドコントロール装置（第5図参照）は

オメガ局の心臓部であって，安定度約10－12／日のセシウ

4t／cm21

2．Ogk／cm3

900kg／cm2

タイミング
アンド

コントロール装置

6．5×105kg／cm2

送僑装置

5．8

纏置

送信空中線

電源装置

200 第4図　送信局装置系統図

500kV

300kV

48pF

組当り2000トンのもの6組を使用しているため，充分
な安全度を有している（第3図参照）。

4．送信機器系

　オメガ局φ送信機器系は，第4図に示すようにタイミ

ングアγドコントロール装置，送信装置及びアンテナ同

　　　　　　　　局報　・

　　　　　　　．ルウ。一．．⊥　！0撫13bkHz賜H・

第5．図　タイミングアンドコントロール装置

トリニダード榊旦剛
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　　　　　　　　　　　　　　　1。，ec．一」
　　第6図（a）オメガシグナルフォーマット
リベリア局の建設が完了すればリベリア局がBとなる
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ムピーム周波数標準器4台を有しており，このうちの1

台が現用で，その出力は他の3台と常に比較され，相対

的に出力位相のドリフトの状態が監視される。周波数標

準器からの1MHz出力信号は，フェーズシフタ通って

オメガシグナルフォーマット発生器に加えられ，1MHz

をもとに送信周波数及び時間信号を作っている。フェー

ズシフタは，これらの信号の位相を偏移するためのもの

であり，各局との同期をとるため，：オメガセンターより

の指示により位相修正量が加えられる。

　各局は定められたオメガシグナルフォーマットによ

り，10．2kHz，111／3　kHz，13．6kHzの電波を送信してい

るが，対馬局の電波は，8つのオメガシグナルフォーマ

ットのうちの局名コードHのタイムシーケンスで送信し

ている。すなわち，第6図（a）に示すフォーマットであ

る。そして，このタイムシーケンスで送信するための標

準キーイングパルス及び戸ングキーイングパルス（同図

（b）参照）もタイミングアンドコントロール装置で作ら

れ，このほか本装置は送信装置系の動作状態，発射電波

の状態を監視する機能も備えている。

　送信装置は，10kHz～14kHzの電力増幅器であって，

その外観は第7図に示すとおりである。ここでは，タイ

第4表　送信装置の定格

項 目

電 源

出 力

信号利得
信　号　入　力

入力インピー
ダ　　　ン　　　ス

出力インピー
ダ　　　ン　　　ス

出力雑音レベル

ダミーロード

性 ヒ
ヒ

ム
月

（入力）1翻認±10％・蹴

　　　一800VDC（低圧及びバイ
（出力）アス用）11，9，7．5kV　DC
　　　　（高圧用）

10～14kHz，　A　O，150　kW

76．52dB

1V（RMS）

100Ω

75Ω　（：叉は300Ω）

キャリヤレベルより80dB以下

3．125Ω，2200W，96個，全容量
150kW（75Ω又は300Ω）

第7図　送信装置

ミングアンドコントロール装置からの各周波数の信号を

A級3段増幅した後，AB2級の並列のプッシュプル増

幅器で電力増幅し，出力トランスを経てアンテナ同調装

置に供給する。送信装置は現用予備の2系列で，予備装

置出力はダミーロードに接続されている。送信装置の定

格は第4表のとおりである。現用送信装置の出力信号は

高周波ケーブルにより，コイル舎内に設置されたアンテ

ナ同調装置に送られる。

　アンテナ同調装置では，送信装置からの信号をマッチ

ングトランスを経て各周波数ごとのバリオメータに供給

し，タイミングアンドコントロ’一ル装置からのロングキ

ーイングパルスによって動作するアンテナリレー（真空

スイッチ）によってON，　OFFし，さらにその信号をヘ

リックスコイル（ローディングコイル）に供給する。へ

：第8図ヘリックスコイル

リックスコイルは，素線数14，400，外径66ミリのリッ

ツ線を58回巻いたもので，高さ11メートル，直径4

メートルである。Ωは約3000，インダクタンスは約

6．4mHである（第8図参照）。バリオメータは天候，

潮汐，樹木等によるアンテナ整合の変化を自動補正する

もので，マッチングトランス2次元の電圧と電流の比較

により動作する。この大きさは，高さ4．6メートル，外

部固定コイル直径1．5メートル，内部移動コイル直径

1．2メートルである（第9図参照）。実測結果から，海面

の干満による高さの差45センチメートルに対するアン

テナ容量の変化は45pFであり，この時のバリオメータ

内部コイルの動きは約1センチメートルである。厳原測
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第9図バリオメータ

候所による観測データから対馬附近の干満差は2メート

ルであるので，アンテナ容量の変化は最大200pFと推

定され，その時の内部コイルの動きは約7センチメート

ルとなる。

　また，このような外部要因によってアンテナに生じた

位相の変化をなくし，常に一定の位相の電波がアンテナ

から発射されるよう，アンテナ電流の一部はタイミング

アンドコントロール装置にフィードバックされ，ここで

オメガフォーマット発生器で作られた送信信号と比較を

行い，これを誤差電圧の形で取出し，これによって各周

波数の送信信号の位相を自動調整している。

5．オメガセンターの主要業務

　オメガシステムの正常な運用をはかるためには，世界

8局のオメガ局問の位相同期は互いに正しく維持されて

いなければならない。

　我が国においては，このため独自にコンピュータを用

いオンライン・リアルタイム処理で常時対馬送信局の発

射電波の位相と他のオメガ局との位相関係を監視し，必

要があれば，随時対馬送信局の発射電波の位相を制御す

ることを主目的としたシステムを開発し，現在東京霞が

関にあるオメガセンターにおいて運用中である。本シス

テムの主要業務は次のとおりである。

　（a）対馬送信局の発射電波と他の各オメガ局の発射

　　　　電波との位相同期維持の状態についての監視を

　　　　行うこと。

　（b）（a）により得られた位相データを解析し，対馬

　　　　送信局の発射電波の位相が正常でない場合は制

　　　　御薩の決定を行い，対馬送信局へ指示を行うこ

　　　　と。

　（c）　本同期方式で必要なモニタ局の伝搬予測値の精

　　　　度向上に関する解析を行うこと。

　（d）各地域かから集められたモニタデータにより，

　　　　オメガ伝搬補正表の精度改善のための解析を行

　　　　うこと。

　（e）異常伝搬発生についての監視を行い，そのデー

　　　　タにもとづいて，予報及び警報等の対策を立て

　　　　ること。

　これら以外に付帯業務として，対馬送信局の発射状況

監視のための障害記録業務，送信装置系の故障解析業務

及び送信局との間のメッセージ交換業務等がこのシステ

ムに含まれている。

　上記業務のうち，特に重要な業務は位相監視業務と位

相制御量指示業務である。

　位相監視業務は，対馬及び伊豆大島に設置したモニタ

局により，対馬オメガ局を除く他のオメガ局の発射電波

との位相差を常時監視するものである。しかし，各オメ

ガ局からの電波の位相は伝搬系の影響により時間に応じ

て特定の日変化をするので，監視方法としては，モニタ

局における受信位相差値と予め計算した正確な伝搬予測

値（伝搬速度を300，574km／s一定として計算したモニ

タ地点のLOPから伝搬補正値を引いた値）とをリアル

タイムで比較監視する方法をとっている。

　両モニタ局の受信位相差データ（3周波，7対局分）は，

まず，モニタ無名，対馬オメガ局の電波発射状態，テレ

メータリング，データリンク及び受信品質等のチェヅク

を行い不良データを除去する。そして1分毎に伝搬予測

値と比較を行い，3周波，7対局それぞれの偏差を求め

て，モニタ薫別の2台の文字ディスプレイに表示して対

馬オメガ局の運用状態を常時監視する。また，異常伝搬

監視のため，受信位相差データはアナログ変換して記録

計に打点記録する。

　次に，これらのデータを位相制御量解析のための資料

及び監視状態の統計資料として使用するため，受信位相

差値，伝搬予測値，これら両者の偏差，サンプル数等を

算出し，ラインプリンタに印字出力する。受信位相差デ

ータは，さらにモニタ局ごとに10．2kHz，13．6kHz，

111／3kHz及び3周波一括に分類し，また，伝搬路の状態

によりDAY，　NIGHT，　DAY十NIGHT及び24　HOUR

等に分類して，各対局ごとにラインプリンタに打出して

いる。

　オメガセンターでは，これらのデータを基に，SID，

PCD，　AZD等による異常伝搬データを除去し，各データ

の伝搬路の状態を考慮すると共に，各国のオメガ関係機

関からの伝搬位相情報を入手し，これらを総合的に解析

して，対馬オメガ局の発射電波の位相を各オメガ局の発

射電波の位相の平均値に対して，より少ない偏差で同期
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第10図

させるための最適の位相制御量を求める。そして対馬局

に対して制御日時，制御量を専用の伝送系により指示し

ている。

第5表　モニタ局受信装置の主要性能

項 目

6・オメガ監視制御システムの構成
受　信　　方　　式

　前項に述べた業務を行うため，モニタ局を対馬送信局

から約39キロメートルのトーキングビーコン南局と約

900キロメートルの伊豆大島灯台に設置し，また，各種

データの処理，解析を行うコンピュータを持つオメガセ

シターを東京に設置した。オメガ送信局，モニタ局，オ

メガセンターはそれぞれデータ伝送回線で第10図のよ

うに結ばれている。

　モニタ局には周波数（10．2kHz，13．6kHz，111／3　kH：z），

7対局（A－H，B－H～G一一H）が同時受信できるオメガ

受信装置が設置してあり，テレメータ用の通信装置があ

る。第5表に受信装置の主要性能を示す。

　受信装置では，対馬送信局と各オメガ局との受信位相

差を3桁の000～999ミリレーンで表し，また，コヒー

レント検波した出力を積分して受信レベル出力として，

一定レベル以下のときは受信品質不良として表す。これ

らの信号は並列変換レてテレメータ信号とし，6秒周期

で繰返し送出する。

　テレメータ信号は，フレーム同期方式で，フレーム長

さ1200ピット，同期コードは48ビットである。1ブ

ロックのチータは48ビットであり，これは24ビット

のデータをビット反転して2連高し，受信側でエラーチ

受　信　周　波　数

受　　信　局、数

受信電界強度
ダイナミックレンジ

位相分解能
位　相．差　出　力

対 局 数

性 ヒ
ビ

ム
月

シングルスーパーヘテ官ダイン
方式

10．2kHz，　13．6kHz，．ユ11／3　kHz

同時受信

8局

1μV／m以上

100dB以上

。．1cEc（1／1000レーン）

デジタル信号で
　　　　　　00．0～99．9CEC

（喰

各周波数共対馬局に対す’る7対
局

エックができるようになっている。

　対馬モニタ局よりのテレメータ信号は，400MHzテレ

メータリ　～クを用い伝送速度200BPSでオメガ局に伝

送される（第10図参照）。

　対馬モニタ局より受信したテレメータ信号は，データ

受信端局でエラーチェックされ，タイミングアンドコン

トロール装置に付加した送信状態センサにより検出され

．た周波数ごとの送信電力，送信のタイミング及び送信位

相のセンサ出力と共に1分毎に伝送制御端局に加えられ

る。そして，ここからデータ伝送信号として1分毎に伝
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送速度でオメガセンターに送出する。伝送回線は送信局

～門司間は400MHz自営回線，門司～オメガセンター

間は公社回線を使用している。

　オメガ局の端局装置の周辺機器としては，タイプライ

タ及び文字ディスプレイが設置されており，位相監視，

位相制御量指示，故障解析，障害記録，メッセージ交換

等の業務の入出力装置として使用している。

　また，オメガセンターと：オメガ局間のデータ伝送回線

として，前記200BPSのチャンネルの外に1200　BPS

用のチャンネルがあり，送信装置系の故障発生時におけ

る故障解析業務用として使用するが，それ以外のときに

は切換えて打合せ電話用として使用する。

　オメガセンターに送られた信号はMODEM，回線接

続装置及び通信制御装置を通り電子計算システムに入

る（第10図参照）。

　伊豆大島モニタ局からの受信データのテレメータ信号

は400MHz－7000　MHz－400　MHzテレメータリングで

オメガセンターへ送られてくる。この信号は，まず，デ

ータ受信端局でエラーチェックされた後，1分ごとに伝

送制御端局に加えられる。ここで，データは信号変換さ

れ，定められた信号フォーマットで回線接続装置に加え

られ，通信制御装置を通り電子計算システムに入る。ま

た，伝送制御端局装置では，各モニタ局で受信した3周

第11図　オメガセンターの電子計算システム

波数7対局のうち任意の12対局を指定し，それをD－

A変換してアナログ記録計に記録している。

　電子計算システムは，FACOM　230－35（コアメモリ

96KBYTE，サイクルタイム。．25μs／BYTE）を用いて

おり，オンライン，リアルタイムで位相監視及び制御を

常時行うため，現用，待機の2系列DUPLEX方式をと

り，待機系列では各種のバッチ業務の処理及び一般の科

学技術計算を行っている。第11図に電子計算システム

の外観を示す。

8MHzによるJJYの発射

声’へ

　郵政省電波研究所は，昨年6月1日0時00分UTC（同日9時00分JST）から，8MzによるJJYの

発射を開始した。これは特別業務であるが，その内容は従来からあるJJY標準電波（2．5，5，10，15MHz）

と同一である。

　これまでJJYはWWVH，　BPV等外国の標準電波による混信に悩まされ，とくに西日本では著しか

ったが，この8MHz，　JJYの発射によりこれが解消され，報時信号，周波数の測定が容易になるものと

期待される。

　なお，この発射開始に伴い従来の実験局JG　2　AE（8　MHz）は廃止された。

一27一・



電波航法EleCtrOnlC　NavigadOn　ReVleW
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Observation

国際海事衛星システム設立のための第1回政府間会議

電子航法研究所 木　村　小　一

The　lst　International　Conference　on　the　Establishment

　　　of　an　International　Maritime　Satellite　System

Electronic　Navigation　Research　Institute

　　　　　　　　　　　　　Koichi　KIMURA て

1．はじめに

　本誌の前号には海事衛星システムの動向と政府間海事

協議機関（IMCO）の：第5回海事衛星専門家パネルの報告

が行なわれている。その後，1975年4～5月にはIMCO

の招請による標記の国際海事衛星システムの設立に関す

る第1回の政府間会議が開催され，筆者は日本代表団の

一員としてそれに参加する機会を得たのでその会議の概

要を，その後の経過を含めて報告することにしたい。な

お，この会議は1973年11月のIMCO総会の決議によ

り開かれる運びとなったものである。

2．会議の会期，場所および参加国など

　会議は1975年4月23日から5月9日までの2週間半

の会期で開催された。IMCO本部の会議場では手ぜま

のため，ロンドン西部の丁度ヒースロー空港からのハイ

ウエイが一般道路に下りる辺り，Harmmersmithという

地下鉄（Underground）の駅（第1図）近くのCunard

International　Hotel（第2図）の大広間が使われ，かなり

の代表団は同ホテルに投宿した。参加は主要海運国を含

む43か国（ほかにオブザーバ2国）で，代表団の人数

の多かったいくつかの国をあげると，アメリカ（28人），

イギリス（27人），イタリー（15人），日本（14人），ソ連

（13人），ノールウェイ（13人）などで，各国代表の参加

は291人であった。そのほか，IMCOの会議に常連とし

て参加している国際連合や電気通信連合（ITU）などの

国際機関や衛星関係の国際機関からの参加者は14機関，

35人，事務局としてIMCO事務局長以下17名が登録

されていた。わが国は駐英大使館の橋本　恕参事官を主

席代表に，代表代理として佐瀬郵政省電気通信参事官，

第1図Harmmersmith駅前，正面は地下鉄の駅，こ
　　　こはピカデリー線のピカデリーサーカスから

　　　西へ8つ目，ディストリクト線のウエストミ

　　　ンスターから9つ目の駅で，この辺では地下
　　　鉄も地上に出ている。その向い（写真では手

　　　前側）からパディングトン駅からベーカー街

　　　の方へ北に行くもう1本の地下鉄（高架線）

　　　も出ている。街はブルーカラーの街といった

　　　感じで，駅前には「天星」など2軒のシナ飯

　　　屋もあり，良く利用した。

土屋運輸省次席船舶検査官および岩田大使館一等書記

官の3人，代表随員（Adviser）として筆者を含めて10人

がこれに加わった。

3．会議の経過（その1）

　4月23日11：00より開会式（第1回全体会議，以下

総会と記す）が開催されIMCO事務総長Mr．　C．　P．

Srivastavaが開会を宣言し，英国政府を代表しMr．

Gregor　Mackenzie（UK　Parliamentary　Under．Secretary

of　State　for　Industry）およびMr．　M．　M・li（ITU事務

総長）の挨拶があった。

ヘへ
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第2図　Cunard　International　Hotel地下鉄Ham－

　　　mersmith駅から歩いて5～6分のところにあ
　　　る。増築の予定もあるようで隣は空地になつ

　　　ている。ビジネスホテルというよりは農協さ

　　　ん的な団体専門のホテルといった感じで，わ

　　　れわれはじめ代表団の多くはここに宿泊もし

　　　たが会議関係者以外背広にネクタイ姿はほと

　　　んど見られなかった。広い会議場も終った翌

　　　日からは団体用の朝食堂に早変わり。

　同日午後の総会ではまず議長の選出が行われ，オラン

ダの提案，米ソの賛成により海事衛星専門家パネル（以

下POEと略す）の議長であった英国代表のMr．　R．　M．

Billingtonが議長に選出され議事に入りまず議題の採択

では予め回章されていた仮議題がそのまま正式の議題と

してつぎのように採択された。

　9．

10．

11．

　ついで議事規則が一二の変更を含め採択され，副議長

はIMCOの慣例により半数は開発途上国から出すとい

うことで米，ソ，印，リベリア，ペルーの代表が選出さ

1．議題の採択

2．議事規則の採択

3．会議役員の選出

4．信任状委員会の指名

5．会議の作業構成

6．海事衛星システムの設立に関する研究の提示

　　（POEの報告書）

7．国際海事衛星システムの設立についての検討

8．7項に関する会議の結論に関して

（a）国際海事衛星システムの設立のための組織につ

　　いて検討すること

（b）上記のための一つまたは複数の協定その他の勧

　　告を採択すること

　　会議の決定の具体化するための配慮

　　会議の最終議定書の採択

　　協定への署名（閉会）

れた。信任状委員会の任命，委員会1，IIを設置するこ

となどをきめたのち一般演説に入った。

　ここで会議役員を示すとつぎのとおりになる。

議　長Mr．　R．　M．　Billington（連合王国）

副議長Mr．　P．　G．　Damle　（インド）

〃

〃

〃

〃

Mr．　B．　T．　Collins　　（リベリア）

Lt．　Commander　R．　A．　Forsyth（ペルー）

Mr．　A．　Kolensnitchenku（ソ連）

Mr．　R．　J．　Waldman（アメリカ）

委員会1（Commitee　I）

　　座長Mr　J．　S．　Slanford（カナダ）

　　副座長Mr．　B．　Todorov（ブルガリア）

委員会II（Commitee　II）

　　座長Ambassador　J．　Jaenicke（西独）

　　副座長　M．C．　Vahtrick（オーストラリア）

運営委員会　（Steering　Commitee）

　　議長，副議長　編集委員会の座長，副座長で構成

信任状委員会（Credential　Committee）

　　座長Commander　R．　H．　Bledel（アノレゼンチン）

　　　　　　デンマーク，インドネシア，リベリア，ポ

　　　　　　ーランドで構成

　一般演説は翌25日午前を含めソ連，日本，ITU（以

下25日）アメリカ，ブルガリア，インド，フランス，

イギリス，西独，カナダ，オーストラリアの順で行なわ

れた。

　日本の橋本代表は，口本はシステムが（1）の三つの大

洋に遅れなく導入され，すべての国に利用されるべき

こと　（2）通信企業体が財政上および運用上の責任を有

する形で参加でき，協定を2本立とすべきこと　（3）組

織は経済的に自立できることを条件とすべきであり，

INTELSATのような既存の組織の利用の可能性も排除

すべきでない，と述べた。

　アメリカのWaldman代表は，　POEの報告書には一部

保留せざるを得ない面がある。それはアメリカでは通信

事業は私企業により行なわれているので企業体の財政へ

の政府の保証はできず，政府間の協定と企業体の責任に

よる運用上の協定とに分けた協定とすべきで，その案を

提出する。また新組織の物品などの調達は価格，品質お

よび納期の最良の組合わせの入札者からすべきである点

を強調した。

　これらに対し，その他の国々のほとんどの主張は，

POEの報告書を良くまとめられたものであり，この報告

書にそって今回の会議を進めるべきであるとし，対立点

が最初から浮彫にされた形であった。

　議題6については議長がPOEの議長でもあったので，

POE議長としての立場でPOE報告書の各節を要領よ

く説明し，更にすでに回章されている各国のコメントに
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関する各文章の簡単な説明を求めた。またアメリカは

POEの報告書に対しては更に経済効果の研究，通信量

の要求，打上げ技術，船上端局の価格と信頼性，遭難信

号の中継および無線測位の早期実施について，一層の研

究が必要であることを強調し文書を提出した。

　これらに対し，若干の討論があり，議長は海事衛星シ

ステムの必要性については会議全員異議のないことを確

認した。

4・海事衛星専門家パネル報告書

　ここで会議の経過を一寸中断し，POEの報告書の概

要を簡単に紹介しておこう。

　報告書はその冒頭になぜ海事衛星システムの設立を要

するかという点を述べているが，それらを要約するとつ

ぎの各項になる。

（1）中波と短波帯の現在の混雑の救済

（2）通信の信頼性，品質および速度の改善

（3）高信頼性の回線の提供による無線電話と印刷電信の

　自動化

（4）高速データ伝送などの現在不可能な新業務の提供

（5）無線測位の提供

（6）遭難，安全および安全通信の改善

　報告書はこのあといくつかの統計表を添付している。・

その1つはHF通信の伸びをまとめたもので，1968年

を1としたときのパーセントで示してある。電信はソ連

を除き1972年までほとんど横ばい（ソ連は1972年に

43．5）であるのに対し，電話は各国とも大幅な伸びを示

している。1972年の伸びの値を二三の国について示す

と，日本58．6，フランス29．3，英国28．1，ソ連25．6

などである。あとの表はロイド統計などからの船腹の隻

数と総トン数で，1974年の全世界の船腹は100GT以

上では61，194隻，311百万GT，10，000　GT，以上で

は8，074隻，226百万GTとなっている。

　第2節から第5節まではシステムの運用要件と技術的

事項についての検討であって，技術的な事項は，寿命7

年忌想定した第1代目の衛星が利用される第1段階を中

心に述べてある。

　まず，運用要件については，

（1）覆域：全世界の海域の中で70。Nと70。Sの緯度

の範囲は1日24時間，太平洋，大西洋およびインド洋

上の静止衛星がカバーする。

（2）システムに参加する船：システムの設立初期には

少数のタンカー，コンテナ船，大型客船などの特殊な船

から順次参加してくると考える。100GT以上の船の隻

数は1980年には6万隻，2000年には10万隻になり，

その2／3の船が常時海上を航行すると想定する。システ

ムにはこれらのうちからSOLAS条約の適用船，遠洋漁

船，各種の調査船などが順次参加してくると見込んでい

る。

（3）　一般通信：この中には船の餅粥管理や乗員乗客の

通信などの電話と電信，それにデータ通信，ファクシミ

リ，印刷電信なども含まれるが，これらは完全自動接続

で公衆通信と接続できることが要求される。例えば，日

本から大西洋を航行申の船への通信もできるようにすべ

きであり，また，ある種の船団の一斉呼出しや放送モー

ドの送信も考える必要がある。船上装置はできるだけ簡

単，安価であることが要求される。

（4）　潮風および安全通信など：遭難通信は常に優先的

に接続する手段が必要であり，また，EPIRB（非常位置

表示ビーコン）の利用も考慮すべきとしている。医療救

助を含む緊急および安全通報，気象・水路情報などの放

送（印刷電信，ファクシミリを含む），各船への助言お

よび船舶からの気象データなどの収集の要求がある。

（5）　無線測位：海事衛星での無線測位は地上局の側で

船位を測定し，要すれば，その位置を船に教えてやる形

式である。遭難船の場合，船からの要求があったときお

よび一定の時閤間隔のいずれに応じても位置の測定がで

き，それを船位通報システムの自動化，氷山などの危険

物回避および衝突警報を含む輻鞍海域での航行管理に役

立てるようにすべきである。測位精度は公海上で1～2

海里，輻鞍海域ではより高精度が要求されるカミ，船の種

類，航行区域などに応じてきめるべきである。

（6）時報など：標準周波数および時報信号，ニュース，

娯楽放送についての要求が出る可能性がある。

（7）　船上設備の仕様統一と形式承認が必要

（8）　航空衛星との共用も検討されたが，航空衛星では

当面公衆通信を航空機にかける要求がないので見送るこ

ととし，将来は遭難通信の共用などを考えることになっ

ている。

（9）第1段階（7年）は公衆通信を中心とした一般通

信を主として設計することを考えるが，無線測位などは

追加できることをさまたげるべきでなく，また，遭難通信

に専用周波数は必要としないかも知れないとしている。

　第1段階のシステムについてはさらに詳しい技術事項

がつぎのとおり検討されている。ただし，この場合，専

用衛星システムのほかに固定局間通信と共用の多目的衛

星システム（とIMCOでは呼んでいる）が考えられ，

一部で両者のパラメータが異なっている。専用システム

を中心に述べると，

①できるだけ早期に全世界的にするが，第1の衛星打

上げ後若干の評価期間が必要。

②　第1段階（7年）の間，常に3～6個の衛星が軌道

上にあるようにする。

③衛星が地球の影に入る「食」に対するため，経度で
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20。離れた予備衛星を置く考えもあり，この場合は無線

測位に利用できよう。

④使用周波数は船舶聞はLバンド，地上局間は4／6

GHzまたは11／14　GHz帯とする。・

⑤衛星はソーデルタ級のロケットで打上げるものを仮

定する。アンテナは当面地球全域を指向するものを考え

る。食のときは1回線のみを確保する。衛星の回線容量

は電話チャンネル換算で第1表と算定される。衛星上の

中継器は一応広帯域伝送のものが考えられるが，なお，

他の方式も研究の要がある。船のアンテナを衛星に向け

るためのビーコン電波の発射も必要だろう。

第1表衛星の回線容量

船上端局
の　GIT
（dB－K）

0
7
」
4

1

一
一
一

衛星に
及ぼす
影響

｛
⊥
9
細
4

×
×
×

容量（電話チャンネルに換算して）

タ
ピ
星

ル
ス
衛

　
　
定

デ

F
1
4
安

ソ
2
9
ン

4
8
6

1
⊥
2
5

ソーデルタ

29143軸
安定衛星

0
0
0

2
4
8

ソーアルタ

39143軸
安定衛星

40

80

160＊

＊この数字は周波数幅の関係からこれだけとれないか

　も知れない。

⑥回線のパラメータは，音声通信の場合，c／N・＝

52dB－Hz，データ伝送のビヅト誤り率は10－5が目標で，

50ボーのテレタイプ回線では。／No＝30　dB－Hz，ファク

シミリは今後の検討に待つことになっている。

⑦遭難通信は優先割当で，普通の通信チャンネルを使

うが，船から陸への方向は専用のチャンネルを設け無指

向性のアンテナによる低速の遭難通信を行なえる可能性

がある。406MHz帯のEPIRBの使用は将来の検討課題

である。無線測位は地上関係の改造のみで衛星に変更な

く可能となろう。．

⑧船上端局は電信電話のすべてを行ないうる局として

GIT＝一10～一4dB－K，　EIRP＝31～34　dBwが適当と

考えられている。より小さいGITで電信のみを扱う局

を加えることには賛否両論があり，実際の設計段階で決

定されるべきとしている。（GIT＝一10dB－Kは径約。．7

m，一4dB－Kは同じく約1．3mのアンテナに相当）

⑨地上局は4／6GHz帯の場合GIT＝・20～20　dB－K，ま

たは11／14GHz帯の場合，　G／T＝30～35　dB－Kでいず

れもアンテナ径は約10mである。追跡局と管制局も必

要である。

⑩アクセス制御，つまり，信号をどのあきチャンネル

に接続するかの制御方法については，将来は全自動化を

考えて設計すべきである。この制御を1つの地上局で集

中的にするより．も（国際i生を考えると）多くの局に分散

する方がよさそうである。接続事務の連絡用に地上局相

互の通信チャンネルも必要である。

⑪地上の電話などとの接続，料金徴集方法などについ

ても検討しておく必要がある。

⑫　多目的システムでは太平洋およびインド洋への導入

に若干遅れが考えられること，パラメータとして電話の

。／No＝50　dB－Hzを基準として船上局のGIT＝一10～

＋2dB－Kとなっているのが主な相違点である。

　第6節の経済評価はつぎのつの面について行なうこと

が考えられた。

（1）設立したシステムが経済的に成立つかどうか，また

経済的に成立つシ：ステムはどのようなものか。

（2）システムを導入することによって海運界にどのよう

な利益がもたらされ，それが海運界としての投資効果と

見合うかどうか。

　しかし，後者についてはその必要性は認められながら，

情報不足のため研究されず，評価は前者についてのみし

か行なわれなかった。

　評価を行なったシステムは，

①海事用に専用のシステム（専用システム）

②インテルサットV号系衛星に海事通信用中継器を

搭載して行なう（多目的）システム

③　当初は②の多目的システムを利用し，一定期間後に

専用衛星に切換える（ハイブリヅド）システムの3シス

テムである。評価期間は衛星の寿命を7年と仮定して，

その2世代，14年間について行なわれた。

　評価の基礎となる重要な仮定は，衛星システムで行な

われる通信量の予測であるが，これは，衛星システムに

加入する，つまり，衛星システム用の船上装置を装備す

る船の隻数の伸びに1隻当りの1日の通信量を掛算する

という形がとられた。詳細は省略するが，おおむね今後

進水する10，000GT以上の船の50％がこのシステム

用の装置を装備するとし，初年度200隻，14年目に7，000

隻の船が参加すること，また通信量は当初は富船当り，

1日当り電話6分，電信5分とし，14年目にはそれぞれ

12。5分，11．5分に増加すると見込み，通信量がシステ

ムの経済評価に及ぼす効果を見るため，それが±25％

の変化をした場合の値についても計算を行なっている。

また，大西洋は太平洋およびインド洋に比し，2倍の通

信量があることを前提にしている。

　専用システムの評価では，衛星の開発および打上げな

どの費用（1973年の値と値上げを見越した1979年の値）

を仮定し，衛星は

①各大洋に運用衛星各1個と大西洋の軌道上に予備衛

星1個，地上の予備1個（4／5システム）

②　各大洋に運用および予備衛星各1個と地上予備1個

（6／7システム）

とし，打上げ失敗などの打上直後の故障率0．25（高低2
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種を考える），衛星寿命7年のうち1個は5年目に故障

するとする。

　これらの仮定に立った計算の結果，

①3～4年の初期投資期間に宇宙部分（衛星およびその

追跡・制御関係の地上施設）に220～300百万ドル（1979

年の価格で，約660～900億円）を要し，他に地上局関

係に50～60百万ドルを要する。

②電話および電信とも1分当り4ドルとすると4／5シ

ステムで最も条件がよいとき（通信費＋25％その他で，

投資の利子負担率を10％とし）13年目で収支が釣合う。

③料金を電話・電信とも1分当り6ドルとすると利子

などの条件が若干悪くても10年目で収支が釣合う。

④7年目で収支を釣合わせるためには10～15ドルの

料金が必要。

⑤衛星の開発費の40％を勘定に入れなければ，！年

ほど釣合点が早まる。

⑥初期に多くの通信量カミ得られることが，システムの

早期釣合には特に重要である。

⑦太平洋およびインド洋への導入時期を遅らす計算も

行なわれたが，これは，通信量の伸びを遅らす逆効果も

あるので，はっきりした結論は得られなかった。

　また，船上端局のGITを一10dB－Kから一7，一4

と船上設備に経費をかけることにより，衛星の通信容量

を増加させる効果も算出された。その結果としての全シ

ステム価格と船上装置が高価になることによる装備隻数

の減少を見込んだシステムの全価格とも船上設備に負担

をかけるシステムの方が経費的に有利であると算出され

ている。

　多目的システムはインテルサットにおけるイサテルサ

ットV号系衛星を使う研究を若干改訂した形でほとん

どそのまま使用しているので衛星の打上げ費用などを全

く含ませていない点で専用システムと比較すれば当然有

利になりうる。つぎのいくつかの技術パラメータについ

ての比較検討を行なっている。

（1）固定地点間の通信業務に新しい多元接続技術である

TDMAを使うと，衛星・に余裕ができるので，海事業務

を追加するための経費が安くなる。

（2）若干悪いが通話品質の50dB－Hzを使い，大西洋上

に20チャンネル，船舶端局のGIT＝一7dB－Kのとき

が価格として適切である。

（3）より通信量を増したり，通信品質を52dB二Hzに上

げるには船舶局のGITを一5～一2dB－Kに上げれば可

能である。

（4）専用システムとの比較では，多目的システムの方が

10年以上の業務経費で1／3～2／3で済むとしている。

　ハイブリッドシステムは，船舶端局のGIT＝一7dB－

K，通信品質，50dB－Hz，回線数20－10－10という共通

パラメータで検討され，（1）全海域で通信量を高くとった

ときは5年目に専用システムに切換え（2）低い通信量では

6年目に切換えて，衛星は4／5システムで，打上げ失敗

などは低く見積ることにしてある。比較検討の結果は7

年および14年で収支が釣合うに必要な料金で示して専

用システムより数％ないし20％程度有利になる見込

みがある。

　以上を要約するとつぎのとおりになる。

①　専用システムが経済的に成り立つには，料金が適当

で，通信量がなるべく高くなることが必要であるが，14

年目には損益がバランスしそうである。

②大洋ごとに業務の導入の差をつける可否の判断はむ

ずかしい（このような考えは大西洋優先になるので日本

にとっては好ましくない）。

③船上端局のGITを一10dB－Kより大きくすると，

装備隻数の減少をまねくおそれはあるが，システム全体

の経費は安くなる。

④多目的システムの導入は利点はあるが，その仮定は

かなりあいまいなところがある。

⑤ハイブリッドシステムにはそれなりの利点がある

が，なお情報不足である。

　第7節の衛星打上げそれを運用する組織に対する検討

では，まず新組織を作るという前提での組織の形が論じ

られ，その後一部の国の代表の強い要求で，既存組織の

利用についても検討される形がとちれた。

　既存の利用可能組織としてはIMCO自体がなんらか

の形で海事衛星システムに関与することと，インテルサ

ットの利用が検討された。IMCOは海上の安全というこ

とを司どる政府間機関であり，その中に海事衛星利用者

の機関を作ることはIMCOの本来の目的とは合わず，

またIMCO条約の改正をも伴うので組織の早期成立が

むずかしくなるという点が指摘されたが，ただ，新組織

の設立が合意されてからその成立までの中間期間に

IMCOが管理的な役割を果す可能性が認識された。

　インテルサットを利用することが適当かどうをついて

検討された。この場合，インテルサット自らが海事衛星

システムの管理運用機関になることと，海事衛星の組織

の下請け的な契約者としての役割をすることの両者が検

討されたが，前者についてはインテルサットにソ連をは

じめいくつかの海運国が入っていないことおよびインテ

ルサットの海事衛星での票決方法では，その組織構成の

うえから必ずしも多くの海運国の意志が忠実に反映しに

くいであろうことから賛成が得られなかった。請負者と

してインテルサットを利用することは，別に政策決定の

機関があったうえで行なうため，その豊富な経験と技術

力を利用できるので先分に考え得るということになっ

た。
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　新組織を作る場合にも，国際的に各国が国同士で協定

を結んで作る国際組織による方法と，いくつかの国の企

業官庁または民間企業体などが連合して行なう方法（国

際コンリーシアムを作る）とが考えられたが，後者は早

く発足できる利点はあるが，やはり海事通信はなんらか

の形で国が政策面の管理をすべきであるという見地から

賛成が得られなかった。

　とのようにして，なんらかの海事衛星の国際機関

（INMARSAT）が必要ということになり，その組織設

立のための条約案が提案され審議されたが，その案自体

すっきりと1本化されたものではなく，条項によっては

2案あるいは3案以上の代案が併記された形でまとめら

れており，その選択ば来るべき国際会議にゆだねられて

いるので，簡単にその内容をつぎのように示すに止める。

①国際海事衛星機関（INMARSAT）の目的は海上通

信の改善に必要な宇宙部分を最終的には必要とする全海

域に提供し，海上の安全と運航効率の改善を図ることに

ある。

②　機関は宇宙部分を所有するか賃借する。

③機関の構成員は国とするが，代理者として電気通信

事業体を指定できる。

④システムはすべての国籍の船舶が利用できるが，地

上局は加盟国に限定される。

⑤一国一票の裁決権iをもつ総会，出資率に比例した裁

決権をもつ理事会および事務総長を長とする事務局の3

つの組織を作る。

⑥投資の分担率は各国の宇宙部分の利用度の予測によ

り定め2年後に実績で修正する。

⑦利用料金は理事会で定めるが，機関の運営，維持管

理の費用資本金の償還，補償金に当てられる，など43条

ほかに特権および免除に関する議定書案23条からなっ

ている。

　そして，これらの条文の原則論をめぐって政府闇会議

の議論が白熱化した次第である，そこで再び会議の模様

に戻ってその議論を紹介しよう。

5・会議の経過（その2）

　24日午後および25日午前，午後の3回の総会では議

長は引続き新組織の協定案に対する修正意見をつぎの各

項について求める形で議事を進めた。

（1）協定を政府間協定と運用協定の2本立とするか1本

　の協定とするか。

（2）組織の技術的，経済財政的，運用的な面に関する政

　府の責任および政府と企業体との関係

（3）組織への投資割合の決定方法

（4）調達の政策

（5）組織の総会と理事会との権限関係

これらの一般討論のあと，ノールウェイよりICSが提起

した内海および港内の船舶が衛星通信を行ないうるよう

にする問題を討議する提案を行ない，討議の結果，この

問題は日本を含む15か国にICFTUとITUを加えた

作業部会（座長ノールウェイ）にゆだねることにした。

そして議長はこれで一般討議を終えて委員会1一その議

題は日本を含む11か国での作業部会で検討されており，

政府と企業体との関係について検討し適当な提案をする

ことになっていた一投資割合と調達を問題とする委員会

IIとを発足させることになった。

第3図　会議揚の日本代表団席，席はABC順
　　　でこの辺りは丁度まんなかである。

　委員会1とHは4月28日より5月1日の午前中まで，

一部作業二会を含めて連日開催し，与えられた議題につ

いての討議とまとめを行なった。

　委員会1の討議では民間の企業体は運用上の責任を持

ち，政府は経済上，運用上および技術問題での責任をと

れないとするアメリカおよび日本の主張と，政府簡協定

に企業体に対する政府の責任の明記を主張するソ連，仏，

英などの国々の意見が対立し，合意が得られなかった。

なお，アメリカは政府のとりうる責任などに関する自国

の見解を示す文書を提出した。

　委員会Hは投資割合の問題では各メンバ国の宇宙部分

の使用の割合で出資する点は始めから意見が一致してい

るものの，その使用数の勘定を船発および陸発すべきと

する多くの国と陸圏，陸着で勘定すべきとするアメリカ

およびベリアなどとの意見が対立した。これは便宜置籍

船脚の通信の扱い方で置傘国に過大な投資を要求するこ

とになるからで，これに対し，第4図の案皿，IVという

妥協案が提案され，W案を受入れる用意のある国は24

か国に及んだが，完全な合意が得られず，各案併記を総

会に報告することにした。わが国は何れの案でも出資割

合に大差がないのでまとめ役にまわり第4図のような整

理方法の提案も行なった。

　調達政策では，価格，品質，納期の最良の組合わせに
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第4図　各国の投資割合算定の基面となる通信

　　　量の数え方

対し世界的競争の保持をどの程度考慮するかが争点であ

り，競合する組合わせのあるときのみ考慮すべしとする

アメリカも支持したブラジル提案と，より世界的競争を

重視すべきとするアルゼンチン，西独案など細かいニュ

ーアンスの異なった4つほどの案を今後の討議の基礎と

するこ，とを報告するに止まった。

　5月1日午後の総会でこれら両委員会の報告を審議し

たのち，両委員会での審議を続けるごととし，委員会1

は新組織の総会と理事会との関係について，また，委員

会は初期投資の割合についてをそれぞれ議題とすること

になった。

　総会と理事会との関係についてはは総会に政策大綱の

決定権を持たせるか，または，政策大綱を理事会に勧告

もる程度に止めておくかが争点であり，これについての

合意は結局得られなかった。

　委員会Hの初期投資割合の決定方法については少数の

専門家グループで検討し，陸発の通信はPOEの第3回

の文書による通信統計から，現在の短波と中波の通信の

国別の百分率の係数をU，船発の通信はロイド統計によ

る10，000GT以上の船の隻数の国別の百分率の係数を

Sとして，前の投資割合の案1，II，　IVに対し，船囲が

陸発の2倍の通信量があるという仮定から

案1＝A十E十B十。＝（1／3）u十（2／3）s

案H＝A＋B＋E＋F＝U
　　　A÷E十B十F　A十B十C十D案Iv＝　　　　　　2　　　十　　　2 U十S

2

となるという数式を導き報告した。

　これら委員会の報告は5月6日午前中にまとめられ，

同日午前の総会に報告され同日午後および7日の総会で

は，さきに取上げられた港内での通信の問題と今後の作

業計画を検討し，次回会議までの中間作業計画を審議さ

せるための作業部会も発足さぜた。港内通信の件につい

ては南米諸国，インドネシアなどの開発途上国の強い反

対があったにもかかわらず，後述するような勧告を採択

した。8日の総会では両委員会の審議内容について総会

としての審議を行なったが，ほとんど進展は見られなか

った。9日の総会では今後の政府間会議の作業計画と今

回の会議の議定書を採択して夕刻閉会した。

　なお，アメリカは今後の作業計画の審議の際に作業部

会および総会を通して繰返して，（1）将来の通信量，（2）新

打上げ技術，（3）安全業務がシステムに与える影響，（4）無

線測位の影響，（5）船上局の信頼性，についての研究を行

なうことを再三要求したが，採択の結果賛成少数となり

入れられなかった。

6．会議の結論

　以上の経過で述べたように，今回の会議ではその目的

である新組織INMARSATの条約草案の採択はもちろ

ん，その対立点の一つをも解決することはできなかっ

た。結論的なものを議定書から拾うと，海事通信の改善

のために世界的な海事衛星システムが必要であり，その

システムの管理と運用のための政府間国際組織もまた必

要であることが合意されたとしており，更につぎの原則

も合意されている。

　（の　その組織内で権利を受け，義務を果すためにメン

　　バ国により指定された企業体はメンバ国の政府によ

　　り指定されるべきこと。

　（b）そのように指定された企業体は指定したメンバ国

　　の法律に従わなければならないこと。

　（c）そのように指定された企業体は指定メンバ国の弁

　　償能力を十分に持ち，その責任に対する任務を行な

　　うのに必要な能力をもつものである。

　（d）そのように指定された企業体の権利，義務および

　　機能は明確に規定されるべきであること。

　（e）指定された企業体が義務を怠ったり解散したとき

　　は指定をしたメンバ国は指定企業体の立場を保証す

　　るか，新企業体を指定するかあるいは脱退すべきで

　　あること。

　会議は港内またはその主権の及ぶその他の水域で

1535～1542．5および1636．5～1644MHz帯での船上地

球局の使用についての勧告を採択した。その内容は「す

べての国に港内その他その主権の及ぶその他の水域で上

述の周波数帯での船上地球局の運用を許可することの検

討することを勧告し，ITUにも同じ検討事項についてそ

の加盟国に勧告することを求める」という趣旨である。

　会議はまた第2回の政府聞会議の開催と，その中間の

作業計画とに関する2つの決議を採択した。その内容は

つぎのとおりである。

　決議No．1「第2回の政府間会議を1926年2月9～

27日ロンドンで開催しその準備を行なうことをIMOC

に要請する」決議No．2「会議の全参加国で構成する中
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間作業部会を作り，第2回政府間会議の準備をすること，

その第1回を1975年8月4～8日にIMCO事務局で開

催し，事務総長はその招請状を出すこと。作業部会は2

回以上の会合を開き，その作業を1975年11月30日ま

でに終り，第2回会議のためにその勧告を各国政府に回

章すること。第1回会合はつぎの基本問題を検討し適当

な協定案のテキストを作る。

　（a）政府と指定企業体との関係

　（b）総会と理事会との権限の分け方

　（c）適当とする国際協定の形式と数

　（d）調達政策

作業部会のその次の会合ではつぎの検討をする。

　（a）第1回会合のテキストを国際協定案の完全な形に

　　まとめる。

　（b）初期投資割合

　（c）投資権限額

現在の通信量の調査を更に進め，通信量予測船上端局数

の伸びも考慮すべきである。作業部会はPOE報告書と

第1回政府間会議の文書などをもとに作業を進めるべき

である」

7．　その後の動向

　会議の終る2日前の7日の8時から徹夜で翌朝5時ま

で主要国（日・英・米・ソ・仏・ノールウェイ・西独・

東独）の非公式会合が持たれ，英国がまとめ役となって

妥協案のつめが行なわれた。その趣旨は，アメリカの国

内の事情を認め2つの協定を作ることにする一方で，調

達政策では欧州側の主張に近づけるというものであった

が，妥結直前に，ソ連の反対でまとまらなかったという

経緯があった。

　第1回の申間作業部会（ISWG）は1975年8月4～8

日，IMCO本部で開催された。この会合に先立って上述

の一括妥協案（package　deal）が米ソおよび関係諸国の問

で固まっており，それらの国は，その妥協の線から逸脱

をしないという申合わせになっていたようで，議事は比

較的平穏に進行したようである。

　まず，政府と指定事業体との関係では，政府は十分の

資格のある事業体を指定し運用協定を結ばせることがで

きること，両者の関係はそれぞれの国内法で規定され，

政府はその事業体が責任を遂行するため国内法にもとず

く指示を与えること。政府に運用協定上の責任は負わ

ず，指定事業体が脱退するようなときには，政府自から

がこれに代るか，別の資格ある事業体を指定するか，あ

るいは条約から脱退しなければならないことになった。

　総会と理事会との関係についてはメキシコ，トルコ，

エジプト，ナイジェリアの4国が総会の権限強化の提案

　を出し，主要海運国との意見の相違はついにまとまらず，

決定をつぎに持越した。協定の形式と数については，そ

　の数を政府間協定と運用協定の2本立てとすることが簡

単に合意され，1本の協定案を両者に振分けるための検

’討が行なわれた。調達政策では一時妥協案の一部となつ

　たイギリス案，前記ブラジル提案の前文に調達は世界的

競争の保持を考慮して行なうという原則を付記したも

　の，を骨子としてまとめられた。

　　第1回のISWGの結果，つぎの第2回との間に法律

問題に関する専門家の会合の必要性が認められ，ノール

　ウェーの招待により9月22～26日オスロで法律家専門

　家会合が持たれ，（1）権利義務の規定の必要性　（2）国と国

際機関との関係　（3）責任および責任免除　（4）紛争の解決

（5）最終条項（組織からの脱退，協定改正手続など特権）

（6）と免除について詳しいつめが行なわれ，いくつかの間

題が解決に含つた。

　　：第2回ISWGはイギリスの招待により10月27～31

　日ロンドンで開催された。この会合ではオスロの法律専

門家会議の問題点処理と第1回ISWGで残した総会と

理事会との権限配分問題が全体会議で処理され，後者の

問題はメキシコなどの提案とオランダの妥協案との2案

併記で政府間会議へ問題を残すことになった。

　第2回ISWGの主要テーマは投資率と資本限度額と

で，後者は200百万米ドル（約600億円），220百万米ド

ル（約660億円）および250百万米ドル（約750億円）

の3案併記となった。初期投資率は第3回パネルの文書

にある通信統計を使って第3図の案Hと案IVをイギリス

　と日本が試算した資料をもとに審議が進められ，かなり

の幅はあるがある程度の目安となる一案がまとめられ大

略の目安が立つことになった。初期投資の多い方からい

　くつかの国をあげるとアメリカ，（14～16％），イギリス

　（10～12％），　ソ連（8～10％），　ノールウェー　（6～8％），

　ギリシャと日本（4～6％），カナダ，フランス，イタリー

とオランダ（2～4％）などである。長期出資率（衛星利

用の実績により初期投資率を修正するもの）については

案Hと案IVが対立して決定を見るまでに至らなかった

が，案IVを中心に便宜貫籍国についての何等かの特別扱

いが考えられる公算も出ているようである。その他，発

明・技術情報および責任問題も専門の委員会で論議され

たが結論は得られなかった。このISWGでは問題とし

て持越されたものも多いので，12月1～5日オランダで

第3回のISWGが開かれることになった。この会合で

は残されたいくつかの間題についての検討が行なわれた

が，その多くは2案併記の形で昭和51年2月の第2回

政府間会議にその決定をゆだねる形で，一応の政府間お

よび運用の両協定案が成文化された。
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報 告

Report

オメガシンポジウム（1975，June，12～13）について

東京商船大学 庄　司　和　民

Report　on　OMEGA　Symposium（JAPAN　1975）’

Tokyo　University　of　Mercan揖le　Marine

　　　　　　　　　　　　Kazutami　SHoJI で

1．まえがき

　昭和50年6月12日と13日の．2日間にわたって，運輸

省10階大会議室でオメガシンポジウムが開催された。‘

これは日本航海学会の主催，海上保安庁の後援で行なわ

れたものであるが，当電波航法研究会も協賛の形で参加

した。

　電波航法研究会では，かねがねオメガ航法に関して総

合的な研究会を行いたい希望があった。折よく日本航海

学会と海上保安庁の共催で開かれるオメガシンポジウム

に，全面的に賛意を表して協賛することになったもので

ある。

　6月10日は対馬で，日本のオメガ局の開局式が行なわ

れ，米国の関係者も来日し，オメガシンポジウムは国際

的な集会となったことは誠に喜ばしいことであった。特

に電波航法研究会の担当した展示会では，我が国のオメ

ガ受信機メーカが全社（11社）挙って協力し，オメガシ

ンポジウムに段と精彩を与えたことは御同慶の至りであ

り，外国からの参加者が等しk注目したところであった。

　展示会に展示された製品については，前号（第19号）

に製品紹介として説明されたが，オメガシンポジウムの

内容について少し述べることにする。

　詳しくは日本航海学会の会誌「航海」第47号に特集

として掲載してあるから，詳細については同誌を参照さ

れたいが，ここでは概略を紹介するつもりである。

2．オメガシンポジウムのプロゲラム

　オメガシンポジウムのプ．ログラムはつぎのようであっ

たが，非常に盛i会であって，参会者は延べ500名をはる

かに越え，この種の催しとしては成功であったことは，

三者協同の賜物と信じます。

　　オメガシンポジウム・プロゲラム

（The　Program　of　the　OMEGA　Symposium）

場　所　運輸省・建設省合同庁舎10二大会議室

昭和50年6月12日（木）（12June！975）

9．40－9．42開会の辞

9．42－9．46　挨拶　　　日本航海学会会長　谷　初蔵

9．46－9．50　挨拶　　　　海上保安庁長官　寺井久美

9．50－10．30対馬オメガ局およびオメガセンター

　　　　　　　について

　　　　　　海上保安庁灯台部電波標識課　豊福滋善

10．30410．45：オメガ海図およびオメガ表について

　　　　　　　　海上保安庁水路部海図課　湯畑啓司

10．45－11．15The　Current　Status　of　the　OMEGA

　　　　　　　Navigation　System

　　　　　　　　　　Neal　Herbert（CDR，　USCG）

　　　　　　　　Thomas　P．　Nolan（　　〃　　　）

11．15－11．550MEGA　Propagation

　　　　　　Eric　R。　Swanson（Naval　Electronics　Lab．）

　　　　　　　一昼　　　食一

13．30－14．10　0MEGA　Signals　and　Universal　Time

　　　　　　Jean　D．　Lavanceau（Naval　Observatory）

14．10－14．500n　Establishment　of　OMEGA　Station

　　　　　　in　Argentina

　　　　　　　　A．Casellas（Hydrographic　Service）

昭和50年6月13日（金）　（13June　1975）

9．50－10．30オメガシステムの現状と展望

　　　　　　　　　　　　　田ロー夫（鹿児島大学）

（魂
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10．30－11．00

11．00－11．30

11．30－12．00

13．30－13．50

13．50－14．10

14．10－14．30

14．30－14．50

14．50－15．10

15．10－15．30

15．30－16．30

オメガ電波の伝搬

　石井隆広雄・羽倉幸雄（電波研究所）

映画　オメガ航法システム（USCG提供）

映画　対馬オメガ局の建設記録

　　　　　　　　　「（海上保安庁提供）

　一昼　　　食一

コンポジット波オメガの精度評価と

二，三の考察　吉村裕光（安立電気KK）

日本におけるオメガ信号の日変化と

　地域的偏位について

大沢謙一（沖電気工業KK）

伊藤実（沖海洋エレクトロニクスKK）

自動化オメガについて

　　　　　古谷俊雄（KK光電製作所）

自動化オメガにおける電波伝播誤差

　補正について　塚田一雄（富士通KK）

ベーリング海におけるロランとオ’メ

　かとの比較実験について

　　　　　　長尾修爾（古野電気KK）

オメガ受信信号の衛星中継実験につ

　いて　木村小一ほか（電子航法研究所）

パネル討論「オメガ航法の問題点と

　その将来」　　　　　司会　庄司和民

　司会協力者　木村小一

　バネラ・富岡源一郎（日本無線）鈴木

　茂（大洋漁業）飯島下半（東京商船大

　学）

　　　　　　　一展　示　会一

日本におけるオメガ受信装置の展示（2日問）

場所　運輸省10階会議室前ロビー

出　品　　安立電気・沖電気・協立電波・光電製作所

　　　　　・太洋無線・東京計器・日本無線・冨士通

　　　　　（株）・古野電気・山武ハネウエル

3．講演の概要

　（1）　対馬オメガ局およびオメガセンターについて

　　　　　　　　　　　　　　　　豊　福　滋　善

　海上保安庁が，昭和45年10月から，4年7月の施工

の後完成した長崎県対馬のオメガ局について，その建設

地点の選定より，建設経過ならびにアンテナ系，送信機

系等について説明し，その運用を司るオメガセンターに

関して述べられた。

　対馬オメガ局の位置は，34。36’42”N，129。27／21”E，

（日本測地系）であって，高さ455mの鉄塔を中心とし

た傘型アンテナを用い，出力AOで150　kWにて送信

している。

　送信機は，安定度が10－12ノ日のセシウム発信器を基と

して，オメガシステムのH局となっており，10．2kH：z

を1・0秒間送信，0・2秒間休止，13．6kHzを0．9秒間

送信，0．2秒間休止，11．333kHzを1．0秒間送信，6．7

秒間休止というタイムシーケンスを繰返している。

　オメガ局から約32km離れた地点と，伊豆大島にモニ

タ局を置いて，夫々のデータを東京の海上保安庁にある

オメガセンターに，リアルタイムで伝送され，オメガセ

ンターではこれを処理してコントロールしている。

　（2）オメガ海図およびオメガ表について

　　　　　　　　　　　　　　　　湯　畑　啓　司

　日本の水路部では，未だオメガ海図もオメガ表も発行

していないので，米国で発行されているものについて説

明があった。

　オメガ海図には，オメガプロッティング海図と航海用

図があり，オメガプロッティング海図は7500番代の番

号が付され，現在51図刊行されている。全世界をカバ

ーするため計103図の刊行が予定されている。

　航海用図は，通常の航海用図にオメガラティスを加幽

したもので，北大西洋，北米沿岸の海図15図程度に現

在は加刷している。

　オメガ表は，オメガラティステーブルと，オメガ伝搬

正表との2冊を1組とし，世界を26組に分けて刊行し

ていて，書誌番号は224がついている。

　（3）　The　Current　Status　of　the　OMEGA　Navi・

　　　　gation　System

　　　　　　　　　　　　　　Tholnas　P．　Nolan

　1966年以来，試験局として，フォレストポート，プラ

ットランド，、トリニダッド，およびハワイの4局で運用

したが，永久局として1972年にノースダコダついでハ

ワイ局が10kWで送信し，ノルウェー局も10　kWと

なってきている。

A局ノルウェー1973年12月以降出力は7．5～

　　　　10kW

　　　　66。25，15”N，13。09／10”E

ノ　　フ　　ン 氏
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B局トリニダッド近くリベリアに移る．

　　　　1976年の3月～4月頃よりリベリア局から送信

　　　　予定

C局ハワイ1975年より完全永久局となった。
　　　　21。24／17”N，157。49／53ノ，W

D局　ノースダコダ　1972年10日より最初の永久局

　　　　として送信中

　　　　46。21，52”N，98。2α06”W

E局レユニオン現在建設中で1976年1月～2月
　　　　に送信開始の予定

　　　　20。58’27”S，55。17／24ノノE

F局アルゼンチン1975年9月から試験電波を出

　　　　し，11月から開局予定

　　　　43。03／12”S，65。11／29”W

G局　オーストラリア　米国とオーストラリア．との政

　　　　府間で交渉中

H局日本対馬ユ975年6月から開局
　　　　34。36’53”N，129。27／13／E

　（4）　OMEGA　Propagation

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ER．　Swanson

　オメガは電波伝搬が制約となるシステムで，その理解

にはVLF伝搬の基礎的な問題を知っておく必要がある。

伝搬は球形の導波管の考え方を用いるのがよく，理論

と実験観測の結果を説明し，再現性から位相予測につい

て述べている。

スワンソン氏

　（5）　OMEGA　Signals　and　Universal　Time

　　　　　　　　　　　　　　　　　　J．D．　Lavanceau

　オメガ航法における位置決定の精度は最終的には，各

送信局の信号発射の同期精度に依存することとなる。現

在は内部同期方式であって，オメガ各局の送信機の時計

が示す時刻を調整平均して一つの時刻系をつくり，これ

に各局の時計を合せるという方法をとっている。実際的

には，オメガ運用局に各局から受信データを送り，オメ

ガ運用局でこれを解析処理して，各局に修正量を指示し

ている。

　この方法では限界があり，8各局が運用された後の同

期精度として±2～3μSより良いとは期待できない。

　これに対し，UTC（Universal　Time　Coordinated）を

利用する外部同期方式をとったならば，10分の数μSの

精度で利用できるから，オメガシステムの精度の向上が

期待できるとし，．その評価試験の結果や，実施の可能性

等を説明した。

　（6）　On　Establishment　of　OMEGA　Station　in

　　　　Argentina

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A．Casellas

　アルゼンチンのオメガ局は，43。03’S，65。08／Wに位

置し，2km平方の平坦地の中心に365　mの高さの鉄塔

を建てた傘型アンテナがある。23km離れた地点と，ブ

エノスアイレスにモニタ局を置き，将来は最南端のウス

ワイヤにもモニタ局を置く計画である。10月頃から正

式運用に入る予定である。

　（7）オメガシステムの現状と展望

　　　　　　　　　　　　　　　　　　田　ロ　一　夫

　オメガシステムの技術的問題を説明したもので，伝搬

の問題，受信機の問題，航法上の問題等について論じ，

今後の大切なことは，擾乱時の警報システムの確立にあ

ることを強調している。

　（8）オメガ電波の伝搬

　　　　　　　　　　　　　　　　　石井隆広雄ほか

　電波研究所犬吠電波観測所ではオメガ電波の伝搬特性

を研究する目的で，1972年1月から，ハワイとノルウェ

ー9月からノースダコダの，そして1975年3月からは

対馬局の測定をして来たが，その結果主としてオメガ電

波に影響を与える種々の位相擾乱について述べている。

　（9）　コンポジットオメガの精度評価と二，三の考察

　　　　　　　　　　　　　　　　　　吉　村　裕　光

　ピアス氏が提唱したコンポジットオメガ（オメガ電波

の2周波に夫々適当な重みをつけて合成したコンポジッ

ト信号を仮想して比較する方法）について，東京で観測

したデータからその精度評価を行？た結果を報告したも

ので，対局や受信点の地理的条件によってその効果には

かなりの差があるが，概略確率50％の円の半径は2～

3浬程度以下であるようだと述べている。

　（10）　日本におけるオメガ信号の日変化と地域的変位

　　　　について

　　　　　　　　　　　　　　　　伊　藤　　実はか

　東京と函館および長崎の三地点で同時測定を一年間行

った結果から，ディフェレンシアルオメガの効果につい

て考察したもので，東京基点で函館のディフェレンシア

ル測位計算を行うと，1例として46。方向に6．1海里の

変位量が得られ，これはPPC補正を行って求めた位置
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（106方向に9．8海里）と比較すれば，より近く，バラ

ヅキも約1／2となったことを述べている。

　（11）自動化オメガについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　古　谷　俊　雄

　自動的に船位計算を行う，コンピュータ組込型のオメ

ガ受信機を設計し，その評価試験を行った結果について

述べたもので，最も問題となる伝搬補正はピアスモデル

によって補正計算を行い，それが，実際の観測値と定差

をもつ傾向にあることから，既知地点で定修正値を算出

してこれを利用する方法によっている。NNSSと組合せ

た結果実船試験を行い，1．0海里以内で正しかったと述

べている。

　（12）　自動化オメガにおける電波伝播誤差補正につい

　　　　て

　　　　　　　　　　　　　　　　藤原雅一ほか

　スワンソンモデルを型本的に採用した簡略化予測式に

よって，ミニコンで処理可能にした方法を開発し，その

方式と実船での評価結果を述べたもので，略公称の精度

に近い値を得ている。

　（13）べ一リンゲ海におけるロランとオメガとの比較

　　　　実験について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　長　尾　修　爾

　ロランCが比較的良好な地域で，比較実験を行って，

航跡の比較および伝搬補正値の比較を行っているが，

　1）全般にPPC表の値が小さい傾向がある。

　2）PPC表とロランCの補正値とは，変化の特徴が

　　似ているところがある。

　3）　日変化は，8月8日～14日の約1週間でも18～20

　　CEL程度の差が発生している。

　4）略式PPC値は，変化特性の一致しているところ

　　がある。

　等が述べられている。

　（14）　オメガ受信信号の衛星中継伝送実験について

　　　　　　　　　　　　　　　　木村小一ほか

　電子航法研究所では，さきに開発した航行衛星用狭帯

域観測およびデータ伝送方式る使って，オメガ受信信号

の衛星中継伝送を郵政省電波研究所およびアメリカ航空

宇宙局の協力を得て行った。その結果の概要を報告した

もので，将来の海事衛星システムなどで，船位の地上から

の監視，同システムに組込まれる予定のEPIRB（Emer・

gency　Position　Indicating　Radio　Beacon）への利用，無

人オメガモニタ局の開発等に資することが考えられてい

る。

　実験の結果，オメガ受信信号をディジタル化し，かつ・

c／Nの比較的悪い条件のもとで，衛星中継の長距離伝送

を行っても，受信の位相が良く保持され，測定位相差の

偏差は数Cel以内であり，実用上十分な精度が得られる

ことが確認されたことが述べられている。

　（15）パネル討論「オメガ航法の問題点とその将来」

　バネラとして利用者：大洋漁業鈴木茂氏，受信装置製

造者：日本無線富岡源一郎氏，研究者：東京商船大学飯

島幸人氏，が夫々の立場から約10難ずつ意見を述べ，

これにつきバネラまたは参会者から討論がなされるとい

う形で熱心にディスカッションがなされた。
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Abstruct　of　Foreign　Paper

On　Observations　of　Modals　Interference　of　the　North

　　　　　　　　　　Dakota　OMEGA　Transmission

E．G．　Baxa，　Jr．＊＊

C．0．1・ytle＊＊＊

（ノースダコタ局モード千渉の観測結果について）
で

（抄訳森脇憲治）

　NASAは最近オメガシステムの精度評価に関する実

験計画を実施したが，ここで得られたデータの解析結果

から誤差の原因となる大きな要因はモード干渉による位

相じょう乱であることが明らかとなった。この現象はノ

ースダコタ局の信号に顕著に見られる。

　オメガの周波数帯域付近におけるモード干渉について

はいろいろな文献に述べられているとおりであって，こ

の現象はWaitの球面導波管理論で説明される。これら

は，いろいろな距離における高次モード＠＞1）の影響

に関する実験的証明と理論的解析に重点が置かれてい

る。しかしながら，各種モードの相互作用の時間的変化

及び特定地点における位相測定値に与える影響について

はほとんど注目されていないのが実状である。

　実際には，送信局からかなり離れた地点で使用されて

おり，モード干渉の影響は非常に少ない。通常第1モー

ドが優勢であり，高次モードの影響は大きくない。しか

しながら，ノースダコタ局を有し，アメリカ大陸及びそ

の沿岸領域におけるオメガの利用に強い関心があるにも

かかわらず，多重モードの伝搬はここに示すデータから

明らかなとおり大きな問題となるであろう。ここではノ

ースダコタ局から約2Mmの距離におけるモード干渉の

観測結果とその理論的解析を行う。

　過去12～18カ月にわたって，バージニヤ，ノースカ

ロライナ，メリーランドで観測したところによると，ノ

　＊Proceedings　of　the　2nd　OMEGA　Symposium
　　Washington，　D．C．，：November　1974より

＊＊Research　Triangle　Institute

＊＊＊NASA　Langley　Research　Center

一スダコタ局の位相は遅れが観測されている。最大の位

相の遅れは夜間に記録されており，観測値には夜間にお

ける大きなレベル変動と位相値も昼間の値の近くか又は

それ以下になることもあった。通常ノースダコタ局の位

相日変化は送信局から2．OMm離れた地点において，

13．6kHzで23～25　CEC，10．2kHzで25～28　CEC程

度である。13．6kHzが夜間数CEC変動し時には昼間

の値の近くまで低下するのに対し，10．2kHzではどち

らかと言えば定常的な低下が見られるだけである。

　図1に1974年1月にMerryland　Chelteham（注　ノ

ースダコタ局との距離約1．95Mm）で観測したノースダ

コタ局とトリニダード局の記録を示す。13．6kHzにお

　　　　　　　　　　　　　　　て糾M秘80脾．わ嘱Σ

　図1モード干渉の観測例（1974．1．14－17）

いてトリニダード局の信号は安定しているにもかかわら

ず，ノースダコタ局の信号は3日闇の各夜間ともモード

干渉がはっきりと現われている。位相は周期的に変化し

ており，50CEC以上もの大きな位相変動も認められる。

10．2kHzにおいても同様にモード干渉がみられるが，こ

の場合には明らかに位相抑圧が伴なっている。（注10．2

へく

一40一
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kH：zのデータは印刷不鮮明なためここでは詳細させてい

ただく。）・球面導波管のモード励振

　地球表面と電離層を境界とする球面導波管における

VLF信号の伝搬について検討する。　Waitによれば，電

界の垂直成分は次式で与えられる。

　　　隅（欝・一・掴跨｝
　　　　　×G九ωGπ（2ノノ）∠正％　・・・・…　。・・…　。・・…　。。・・。（1）

　ここで　π：伝搬モード

　　　　　4：送信アンテナからの距離，アンテナは半

　　　　　　　径の，導電率，誘電率　のなめらかな大

　　　　　　　地上に肉柱された垂直ダイポートとす

　　　　　　　る。

　　　　　翫電離層の反射高さ＠〉α）

　　　　　λ：励振周波数の波長

　　　　　ん；励振周波数の波数乃＝ω／0

　　　Gπ（）：％次モードの電界の高さ利得関数

　　　　　∠π：相対モード励振率

　（1）式において

　　　　　　　　警駕（堕＿10）＋聖……一・・（・）

　　　　　砺：〃次モードの位相速度

　　　　　α％：％次モードの減衰率（ネーパー／単位長）

　受信空中線が大地の近くに展張されている場合は

　　　　　　　　　Gπ②）・G物②ノ）弼1

である。（2）式を（1）式に代入し

偏（ω・乃・4伽・・xp｛一・・弗（彦券ξ・）｝

　　　　　　　　…　。・…　一・・・…　。…　。。・。…　。・・・・…　。・。・・。・（3）

　　　　　細・4）一島（欝一一

　　　　　ξπ：励振二子による位相角

（3）式の島は1～〃3次モードの合成値である。ここで

は送信アンテナは地表面に丁丁され，その高さは数百米

であって，地球の半径と比較してはるかに低いものとす

る。（3）式より垂直電界の位相は次のとおりとなる。

　　　　　　　　車載・一軸（ん4”％十ξπ　　　o）

　　　　φ、＝taバ1
　　　　　　　　か・軍鵬（ん4砺十ξ％　　　o）

　　　　　　　　・・・・・・・…　。・・・・・・・・…　。・・・…　。∴・・…　。・…　（4）

　　　　E。＝1Eβ1θ一ゴφβ

　（4）式を用いモードをパラメータとし，送信周波数

13．6kHz，夜間，指数関数二三の電離層モデルにもとづ

いてWait，　Spiesが求めた各モードの伝搬特性値から計

算した距離と位相との関係を図2に着す。モード門門を

，受けた信号の位相は距離に対して直線的に変化し，また，

第2，第3モードは第1モードからみて明らかに位相偏

，l　l6雪“曾　畷

’　。　　亀●％．　．　伊

　　鳳題　象

，．・ 怐e■陰1財ε
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o
♂餉

1強i賦貯亨 噛
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　　　　　図2　距離と合成位相との関係

移の原因となっている。

　第1モード＠＝1）が優勢であると仮定し，第1モー

ドに対する次モードの合成電界の位相振幅変化を送信局

からの距離の関数として求める。これによって高次モー

ドによる影響の割合が解明できる。（3）式から第1モー

ドの電界E。と第1～〃¢次モードの合成電界E、の比

は次式で与えられる。

鵠）一・＋銑即｛一価弗＠争＋4翻）｝

　　　　　　　　・・。・・・・・・・…　∴・・・・・・・…　。・・・…　。・・…　。…　（5）

　　　　∠働＝砺一α・（相対減衰率）

　　　　∠砺＝砺一”・（相対位相速度）

　　　　4ξ％＝ξ％一ξ・（相対励振角）

上式から合成電界の位相に対する相対位相値は次式で与

えられる。

　∠1φ2＝tan「1

　　　　　一子舟αゆ（一綱曲（乃吟＋4鉱）

　　　　　・＋急尭即（一α物4）鄭＠争＋臨）

　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…　。。一・・。・・・・・…　6・（6）

相対振幅値は（6）式のtarr1の偏角の分子，分母の二乗

和平方根である。図3に距離と相対位相振幅の関係を

示す。

　次に，いろいろな距離における伝搬パラメータの値を

変えたときの位相への影響について論じる。

　図4は3つのモードを考えた場合の合成位相につい

て，距離1．84Mm，2．OMmにおける第1モードの位相

速度に対する第2モードの位相速度②1／0一”10）の関
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距離に対する第モードと合成位相対第1モー

ドと第2モードとの関係

係を図示した。パラメータとして第モードの位相速度に

対する第2モードの位相速度（”3／0一”・／0）を用いた。こ

の図を作成するについて用いた数値はWaitとSpies

が求めた夜間の値であって，第2モードの相対位相速度

を15・0～25．0×10－3の範囲とし，第3モードの相対位

相速度4θ3／0には。．05，0．0575，0．065の3つの値を

用いて求めた。

　第3モードの相対位相速度が増加するに従い，13．6

kHzの合成位相値は振動しながら変化し，各図とも急激

に変化する点が認められる。WaitとSpiesの“Charac・

teristics　of　the　Earth．lonosphere　Wave　guide　for　VLF

Radio　Signal”によれば，夜間において電離層が高くな

るに従い，第1モードの位相速度の減少は第2モードの

減少の程度よりかなり大きい。つまり，電離層が高くな

るに従い402／oは増加するため，図からある受信点に

おいては時間とともに位相が変動することが考えられ

る。また，図からして位相速度の変化は20－30cecのオ

ーダになるものと考えられる。なお，第3モードについ

ては明らかに影響らしい影響は及ぼさない。

　図5に第1モードの励振係数も小さくしたとき（高次

モードの励振係数の相対的増加）の状況を示す。2Mm

付近に大きな位相偏移が認められる。

　図6に位相速度を変化させたとき（第1モードの位相

速度の相対的減少又は高次モードの位相速度の増大）の

’三
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　　図613．6kHz第1モードの位相速度を変化させたときの高次モドーの影響

状況を示す。1．5～2．2Mmの範囲に大きな位相変動及

び信号レベルのディプが認められる。

　図7に第1モードの減衰率を増加させたとき（高次モ

ードの減衰率の相対的減少）の状況を示す。2Mmの近

くに大きな位相変動が認められる。

　ノースダコタ局から2Mm付近までの距離において

はモード干渉の影響が観測されていることは非常に関心

のあるところである。特に重要なことは位相曲線の傾斜

が大きい点即ち受信点が少し動いただけで位相が大きく

ずれる地点である。これらの点においては時間とともに

相対的位相速度が僅かに変化しても位相の傾斜面が変動

し，そして受信機では大きな位相変動が測定されること
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　図7　13・6kHz第1モードの減衰率を変えたときの高次モードの影響

（a）　α1＝2．OdBIMm

となる。信号強度が最小となる点は通常位相曲線が急勾

配となるところと一致している。このことは，高次モー

ドは第1モードと逆位相であって，距離に関して相対的

に大きな位相変化となっている。

　結論として，ノースダコタ局の電波のモード干渉現象

がアメリカ大陸内で起っていることが明確になった。第

1モードが強くない場合，2Mmの近くでは10．2kHz

13．6kHzの両方に位相の抑圧現象がみられることが理

論計算上から明らかである。夜間になれば第2モードの

振幅は大きくなり，その位相は付近で第1モードに対し

て逆位相となる。

≠
）
V
樹

～
「
翻

（b）　α1＝4．OdBIMm

　　　　6　　　ロ

　ノースダコタ局からある距離だけ離れた地点特に沿岸

で航路が合流している海域付近では，夜間，測位精度の

低下をきたすであろう大きな位相変動が起っている。計

算結果によれば，伝搬パラメータの時間的に変化する小

さな変動によっていろいろな位相変動が発生する。これ

ら時間的変化については現在の電離層モデルでは十分に

説明され得ない。不規則な変動を十分に説明できるモデ

ルが正しいかどうか今のところ明らかでない。これらモ

デルは本質的には統計上から求められるべきものであ

り，・ただ誤差の偏差の大きさのみを表わすものであって，

それを滅じる手段ではないことは明らかである。

で

μへｭ

一44一．



OMEGA　Signal　Coverage　Prediction＊

J．E．　Bortz，　Sr．，＊＊R．R．　Gupta＊＊　　’

D．C．・Scull，＊＊＊　　P．B．　Morriss＊＊＊

（オメガ信号の有効範囲の予測）

（抄訳　森　脇　憲　治）

＼
ノ

　10．2kHzのオ■メガ信号の有効範囲について論じる。

有効範囲の予測図を示すが，これらは海図に描く位置の

線を決定する場合，受信機を設計する場合，オメガ測定

者の必要条件に合致しているかどうか判断する場合，．適

切なオメガテーブルを選び出す場合に使用できる。

　ここではオメガの有効範囲を100Hzの雑音帯域幅に

おいてs／Nが一20dB以上であるところを定義する。

このような条件であれば，設計の行きとどいた受信機で

もって精度のよい位置測定が可能である。

　図1～図4にノルウェー局，ハワイ局，ノースダコ

タ局，日本の対馬局の有効範囲図を正忌距方位図（総て

の経線の各部面恥ミ正しい長さの割合で表わされている方

費・15831
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図1　10．2kHz有効範囲予測図（ノールウェー）

　＊Proceedings　of　the　2nd　OMEGA　Symposium，

　　Washington，　D．C．，　November　1974より

＊＊The　Analysis　Sciences　Corporation

＊＊＊USCG，　OMEA　Navigation』 rystem　Operations

　　Detail

図2　10．2kHz有効米囲予測図（ハワイ）
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図3　10．2kHz有効範囲予測図（ノースダコタ）
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図4　10．2kHz有効範囲予測図（日本）

位図）で示す。各図には地方時が正午の一20dB線，地方

時が真夜申の一20dB線，　NF及びPSMIの4本の線

が描かれているが，このうち，NF（Near・Field　Region）

は局近傍領域を，PSMI（Possible　Signi丘cant　Mode　Inter・

ference）はモード干渉発生可能領域を示す。正午の線は

夏期の地方時における一20dB線であって，送信局の方

向に近づくとs／N比は一20dBより大きくなり，反対

に遠ざかれば小さくなる。雑音は普通冬期より夏期の方

が高く，中緯度地方の大地における冬期正午の平均雑音

電力は夏期より13dB程度低い。中緯度の海上における

冬期正午の平均雑音電力は夏期より7dB程度低い。雑

音電力が変化したときの一20線の修正方法については

後述する。真夜中の線は夏期地方時真夜中の一20dB線

であって，上記の正午の場合と同じように描かれてい

る。真夜中における夏期・冬期の雑音電力は夏期の方が

高く，その季節変化は昼間の場合より小さい。変化量は

大地上で5dB，海上で2dB程度である。

　NF領域内においては伝搬補正表やオメガ自動航法装

置のプロセッサーに利用されている遠距離伝搬補正モデ

ルでは十分に補正を行うことができない。このため，こ

の領域がオメガの有効範囲たなるとは考えられない。

　夜間にはモード干渉によって位相じょう乱を受ける可

能性がある。モード干渉は主に夜間に起る現象であり，

送信局の近くで発生するが，時にはかなり遠方にまで達

することもある。また，送信局が赤道上にある場合には

東西方向では一20dB線以遠にまで達する。湯中の

PSMIは著るしいモード干渉が発生する可能性のある領
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ
域であって，この領域内では位置の線の誤差はモード干

渉を受けていないときの測定値に対して1～2Mm以上

の誤差となる。なお，単一局の位相を基準時間と比較し

て位置の線を求める場合には位相差によって位置の線を

求める場合の2倍となる。

　ここに示した有効範囲図は少なくとも昼夜間引8方向

の距離対信号強度のプロフィルから合成したものであ

る。プロフィルは度間隔に切ったがPSMIをさらに詳し

く調べる必要がある場合には追加してプロフィルを切っ

た。図5にプロフィルの一例を示す。この図は夜聞にお
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　図5伝搬プロフィル（日本局から225。方向）

ける距離と電界強度，位相の関係を表わたもので，日本

からシンガポール方向のプロフィルである。これらは

NELCが開発した総合伝搬予測プログラム（IPP）によ

って求めたもので，このプログラムは大地と電離層との

導波管を伝搬するオメガ信号の振幅・位相を計算できる

全波用プログラムである。この導波管理論によって2信

号を構成するといろいろな電磁界を立証することができ

る。なお，それぞれの電磁界は同一周波数における識別

可能な信号成分とみなすことができる。

　各信号成分すなわち各モードは多少異なった位相速度

で伝搬する。同じような振幅のつのモード信号が同時に

伝搬する場合，干渉しモード干渉現象を呈する。この現

象は実験的に確認されており，またモード干渉の発生地

点は電離層並びに大地導電率に左右される。モード干渉

は主に夜間の現象であって，昼間は主モード以外はすべ

て急速に減衰する。しかしながら，夜間には主モードを

含む2ないしそれ以上のモードの減衰率は同程度とな

り，モード干渉の起る条件はかなり遠距離にまで及ぶこ

ととなる。

　図6，図7にシステムが完成した時点における正午

と真夜中の有効範囲を示す。この図から地方時の正午及

び真夜中に利用できる局の組み合わせがわかり，例えば，

サンフランシスコの夏期真夜中ではC．D．G．H．の4局が

利用できる。なお，この図を作成するに際しては，位置
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の線の幾何学的な面について検討を行っていない。一般

に同一直線上の2局ある場合，1局は利用できない。上

記のサンフランシスコの場合，C．G．は殆んど同一方向

上に位置しており実際に使用できるのはC・D・H・の3局

である。幸いにもこのようなところは3局以上利用でき

るところである。オメガの基線は非常に長いので，』3局

しか利用できない場合であっても，位置の線の交二等幾

何学的な関係は満足でき，十分実用に供し得る。

　使用したデータは次のとおりである。

・総合伝搬予測（全波解析）コンピュータプログラム

・1964年版CCIRノイズマップ

・大地導電率（6段階表示）

・電離層の電子導電度は指数関数的に分布し，その実効

　反射高は毒心70km，夜間88．5km，電子密度の傾度

　は昼間0．3／km，夜間。．5／km

　補　遺

　表1，表2は正午と真夜中において，s／N比が1dB

変化したとき，一20dB線が動く距離を示したものであ

る。

　送信電力の僅かな変化又は雑音電力の季節変化に際し

こみ表から修正値を求め　一20dB線を修正すれば有効

範囲を正確に使用することができる。例えば，ハワイ局

から225度方向において，s／N比が1・OdB上料ると正

午の一20dB線は局から見て0．39　Mm遠方にのびる

こととなる。伝搬方向によっては一20dB線が対しよう

点まで達するものもあるが，対しよう点以遠にまで伝搬

する信号は航法用としては使用不適であるため，この表

から除外し印で表示した。

Tran5閉itter

Shifts　（in　megarneters　per．dB》　《10ng　Paths

@　　　　　　　　　　　　　Launc卜ed己t

♂ 450 goo 1350 　　0P80 2250 2700 3150

《 d．07 LO5 O．32 0．18 σ．25 O．18 O．17 0．03

B（Liberia） 0．76 0．27 ★ 0．35 0．03 0．34 0．17 0．21

C 0．19 0．39 0．42 禽 0．03 0．35 0．19 0．20

D 0．15 0．30 o．99 0．27 0．55 0．15 0．25 9．18

E 0．26 ★ 曹 0．31 0．03 0．24 0．18 0」22

F 0．48 O．20 0．38 0．43 0．03 0．21 0．26 0．21

G 0．29 0．23 0．26 0．25 0．03 0．19 0．17 O．17

H 0．04 O．32 ★ ★ 0．03 0．30 0．18 ．0．15

B（Trinidad） 0．03 0．29 0．26 0．27 0．28 0．25 0．24 0．19

＊印は一20dB　SIN線が対しよう点を超えること
　を示す。

　表1s／Nの変化に伴う一20　dB．線の修正表
　　　　（地方時正午）

了ransm耗ter

Shift　（in　megameters　per　dB）　《10ng　Paths

@　　　　　　　　　　　　Launched　at

ぴ）’ 450 　0X0 1350 1800 2250 2フoo 3150

A 0．30 ★ ★ ★ 0．05 0．20 0．06 0．10

B（しiberia） 0．46 ★ 索 0．37 O．05 0．19 0．18 0．68

o 0．66 ★ ★ 　★

u，一

0．03 0．39 0．23 0．22

D 0．53 ★ ★ ★ 0．05 0．1ア 0．15 0．17

E 0．42 ★ ★ ★ 0．05 0．20 0．25 0．55

F O．05 0．27 ★ ☆ 0．03 G．19 0．21 o．41

G 0．41 0．29 ★ 童 0．03 0．18 0．13 0．50

冠 0．03 ★ ☆ ★ 0．05 0．20 G．18 0．23

B（Trrnidad） 0．58 0．40 ・★　　0．27 0．31 O．38 0．24 O．16

表2SINの変化に伴う
　　　（地方時真夜中）

一20dB線の修正表

て
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電波航法Electronlc　Navlgatlon　Revlew
No　　20　（1976）

Introduction　of　New　Products

NOAA気象衛1譲受画装置

Weather　Satellite　NOAA　Receiving　Equipment

日本無線株式会社
JAPAN　RADIO　CO，LTD

》 1．はじめに

　自然現象のうち天気は毎月の入間生活にもっとも影響

を与えている。人間は数千年の間，気象に支配されて生

活してきているカミ，気象をどのように解明するかがわか

らなかった。ごく最近になって，天気は複雑ではあるが

明確な法則に従っていて，その理解をすれは予報が導け

れそうであることがわかってきた。

　天気予報の精度を向上させるには，地球全域にわたる

広範囲な気象現象を把握することが必要である。現在地

球上ではWMO（世界気象機関）に加盟している100以

上の国によって，それぞれの領土内で気象観測が行なわ

れており，そのチータはWMOの通信網で集められた

り，交換されている。しかしその大部分は文明国の陸地

におけるものであり，観測地域は全世界の1／4をカバー

しているにすぎないし．地球表面の70％を占める海上

のデータはほとんど得られていない。また平面的観測だ

けでなく，天気予報には垂直の観測が必要で，高い山に

観測所を設けたり，気球，ロケノト，レータなどを用い

ているがこれでも不十分である。天気予報に必要とされ

ているのは，全世界にわたって風速，風向，気圧，水蒸

気の分布などを多くの高度で観測することで，これをタ

イムリーに収集する唯一の方法は人工衛星である。

　気象衛星の歴史は1960年4月に打上けられたタイロ

ス1号に始まる。タイロスシリーズは実験用気象衛星と

いわれ，タイロス10号で一応実験衛星としての終止符

渚

轟

で

㌔㍉J

l≧・，

＆
緊ぎ

！

第1図　気象衛星受画装置（JAA－10）
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を打った。本格的な実用衛星は1966年2月のESSA　1

号に始まる。

　ESSAの任務はAPTカメラによる雲分布観測とそれ

を自動墨画（APT）することである。

　これらの衛星によって，海洋，砂漠や山岳等における

気象観測の空白（全世界の約70％といわれる）地域を

カバーすることができるようになった。ESSAシリーズ

は偶数番のものカミー般に解放されており，1965年9月現

在8号と9号が動作しているが，8号のAPTはコント

ラスト低下で，事実上ESSAのAPTは終ったと考え
られる。

　ESSA衛星の効用の顕著な例として，低気圧，台風に

ついての情報の早期入手が可能になったことである。特

に南方洋上における台風の卵である熱帯性低気圧の早期

発見が可能になったことである。

　ESSA以後の実用気象衛星としてITOS　A～Cがあ

る。これらは，より進んだ観測手段をもつ3軸安定方式

の衛星である。

　ITOS　A～Cの主な使命はAPTカメラシステム及び走

査放射計（SR）による雲分布観測である。新しい測器の

SRは，衛星の進行方向と直角に地表面を査罪して昼夜

の別なく雲の分布と地表面，雲頂温度の測定する。この

資料はAPTカメラで撮った写真をAPT装置で地上に

送る尋問に同じように送信される。ESSAシリーズとく

らべれば1月2回昼夜の資料が手に入ることになった。

　1972年10月には新しい観測サブシステムVH：RR（超

高解像度放射計）を積んだNOAA－2が打ち上げられた。

そしてこの衛星からAPT方式は廃止された。

　NOAAシリーズ気象衛星には衛星直下で870　mとい

う分解能をもつVHRRが搭載され，赤外線と可視光線

による地表面走査データを一般利用者向に提供してい

る。VHRRは従来の走査放射計（SR）はくらべて分解

能が約8倍に上知ミっており，格段に精密な気象画像が得

られるようになった。

第1表　NOAA衛星の軌道要素

一．、一長軸半径（km）

離　　心　　率

近地点高度（km）

遠地点高度（km）

軌道傾斜角（deg）

近地点周期（min）

NOAA－3

7882．784

0．000572

1500．11

1509．12

102．12

116．085

NOAA－4

7828．978

0．000890

1448，45

1453．56

101．709

114．899

高度：

謡慮◎Okm、

噛

6置旧）

S

傾斜角
2102。

周期

留2時間

第2図　気象衛星NOAA軌道概念図

　　：第2表VHRR主要性能

測　定　波　長

2．気象衛星NOAA

走査一回転速度
走査　鏡　視　野　角

割　査　線　間　隔

解像度（視野スポット径）

搬　送　周　波　数

　NOAAシリーズの衛星は高度約1500　km，周期約2

時間の近極軌道衛星で，地方時の午前と午後9時に近い

地域の上空にあるよう軌道要素が選んである（太陽同期

軌道）。第1表にNOAA衛星の軌道要素を示す。午前

は北から南へ，午後は南から北へ通過し，2時聞覚には

約30度西に寄った軌道を通過する。

　受信は1日少なくも2回，軌道が良ければ，午前と午

後それぞれ2～3回可能である。第2図にNOAA衛星
の軌道概念図を示す。、

　NOAA衛星には超高解像度放射計（VHRR），走査放

射計（SR），垂直温度分布観測放射計（VTPR），太陽プ

変 調 方 式

可視0，6～0．7μ

赤外10．5～12．5μ

400回／分

可視，赤外回Q・6mrad

870m

870m

1697．5MHz

FM／FM

BLACK　80DY　　　　　　　　PRIMARY
@　　　↓　　　　　MRR。R　　　RDETECT。R
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＼

0ドBITAL
@　PATH⇔

C
A
N
M
麗
G
M
R
R
O
R

o
E
A
R
T
H

SECONDARY
lIRROR　　DICHO良OIC

　　　　　　　／　　　　VISBLE　　　　Dε了ECTO尺

lRROR

第3図　走査型放射計の原理
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　　　（18．751（Hz》　　　　　　　　CムUBRA了ION　　　　（量2。51ぐ踊z）　　　　　　　　　　CAUBRA了io魏

　　　　　　　　　　　　　　　　　　第4図　気象衛星NOAAの画信号

ロトンセンサー（SPM）の4種類のセンサーが搭載され　　　　　　　　　　　　　　N　O触S脈iLUτε

Σ瀦講蕪謙驚轍犠櫨　　　／ク
高い解像度で走査鏡を回転させ，可視光線と赤外線の放　　　　　　　　　　　　　　　’

射を測定する。赤外線の10．5～12．5μの波長域は　　　　　　　　　　　　　．1　●

180。K～315。Kの温度の放射を感じる。又可視光線の

0．6～0．7μの波長域は50～10，000フートランバート

の明るさに感じる。実際に受画する場合，信号を白黒反

転させ，雲頂など低温のところほど白く出るようにして

いる。第3図に走査型放射計の概念図を示す。

　NOAA衛星のLバンド受信機の特性を以下に示す。

主搬送波

送信出力
使用空中線

変調方式

RF帯域幅

副搬送波

ベースバンド

1697．5MHz

5W
ダイポール（1．9dB）

FMIFM
lMHz

A．PRIMARY　MODE
　99kHz（deViation　ratio　2）

B．BACK・UP　MODE
　赤外　99kHz（deviation　ratio　1／3）

　可視　249kHz（deviation　ratio　1／2）

35kHz

　なお1975年9月現在NOAA－2は停止し，　NOAA－3，

NOAA－4が受信できる。

9．画像信号の特性

　3．1画像信号のフォーマット

　VHRRの赤外線と可視光線の各検知器からの信号は

通常時分割方式で送られてくる。（PRIMARY　MODE）。

第4図に受信されれ画像信号を示すが，地表面走査信号

の他に，プリカソ・一ル信号や電圧校正用のクレベルあ階

調信号2つのSUBSYNC　MARKER信号等が組込まれ
ている。プリカソール信号は赤外データと可視データと

を区別するのに用いる。2っのSUBSYNC　MARKER信

号は各データのうち，幾何学的歪の少ない部分を示す。

N鱒駅
ANGしε

　　　　　⑧物価・、．汐

DIRε醐。F醐’

　第5図　NOAA衛星の走査領域と周辺の歪み

これはVHRRの走査鏡が等速回転しているため，衛星

から地球を見る角度（Nadir　angle）が増加する1こつれて

幾何学的歪が生じ，分解能が悪くなる。（第5図参照）

　3．2　最高画周波数

　VHRRの最高画周波数は赤外，可視データ共に次式

で計算される。

　　　　　　　　　　　N　　　　　　　　2π
　　　　　ん・・＝酉×一1万＝34・906（kH・）

　　　但し，∠θ：放射計の視野角……0．6mrad

　　　　　　2＞：走査鏡の回転数・…・400rpm

　3．3　走査線間隔

　　　走査線の間隔を4しとすると，

　　　　　　　　　2π1ヒ　　　　　　　　　　　　　60
　　　　　　　4五＝60T×一r870（m）

　　　但し，T：衛星の周期……115分

　　　　　　．R：地球半径・…・…6370　km

　3．4走査領域
　放射計の走査で走査される地球面上の距離は次式で計

算される。

　　　　　　　　五＝2∫～θ、阿＝8000krn

　　　　但し，θβ：1走査の地心角……0．1rad

　衛星電波の受信可能時間は軌道により異なるが，最高
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約20分野あり，これは走査線数に直すと8000本とな

り，軌道方向の距離に換算すると8000×4五＝6960km

となる。これより最大8000×6960km2の領域の走査デ

ータを1地点で受信できることになる。（第5図参照）

4．気象衛星受画装置

　4．1　受信装置の構成と概要

　NOAA受信装置は大別して次の4つの機能を持たせ

なければならない。

　（1）　衛星の追尾

　（2）受信，増幅，復調

　（3）　画像記録（信号処理含む）

　（4）録　画

拡張されたシステムとしてはさらに

　（5）　画像変換（地図化）や画像処理

の機能を持たせることカミある。

　これらのことを第6図のシステム・ブロック図に示
す。

　4．2アンテナ系

　4．2．1アンテナ

　アンテナとしては陸上の大規模局の場合は4．5mφ，

中規模局で3mφ前後，船舶局等の小規模局には1．5mφ

前後のパラボラ渉適当と思われる。アンテナの口径は必

要な情報収集の必要な範囲に関連して決められる。第7

図に直径3mのパラボラアンテナを示す。

　　アンテナ直径　　3m（4．5m又は1．5mも可）

　　マウント方式　　X－Yマウント（地上局）

　　アンテナ利得　　31．7dB（3　mφの場合）

第7図　アンテナ（3mφ）

　　受信周波数　1697．5MHz
　4．2．2　アンテナ駆動制御装置

　タイプライタから衛星の番号（例えばNOAA－3，

NOAA－4など）赤道通過時刻と経度を入力してやれば

ミニコンによって1秒毎の衛星の仰角，方位：角を計算し，

さらにX角（β）y角（γ）に変換してアンテナの駆動

回路に指令する。第8図にアンテナとアンテナ制御装置

の概念図を示す。

　本プログラムはNOAA衛星と限らず円軌道の衛星に

は適用できるように組込まれている。

　追尾角β，γの計算式は

　　β＝tanr1（cotα・cotθ）

　　γ＝sif1（COSα・sinθ）

　但し，α，θは受信地点からみた衛星の仰角と方位角

〆＼歳
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第8図　アンテナとアンテナ制御装置

α＝tarr1［｛c・sΩ一1ヒ／（R＋∬）｝／sinΩ］

　ジ
θ＝si∬一1｛cosφ占・sin（λ。一λρ）／sinΩ｝

R：地球の半径　　　　∬：衛星の高度

φ‘：衛星直下点の緯度　λ右：衛星直下点の経度

φρ：地球局の緯度　　　λρ：地球局の経度

　　Ω：地球中心より地球局と衛星直下点をみる角

　　Ω＝C・S－1｛Sinφ5・Sinφ。＋C・Sφδ・C・SφρC・S（λ占一袖）｝

実際は地球の自転分の補正を加えてやる必要がある。

　さて軌道情報は米国の海洋大気庁（NOAA）の衛星事

業部（NESS）から毎日テレタイプ回線を通じて主な国

の気象庁向けに送っている。さらに日本の場合日本の気

象庁から短波回線（JMH）を通じて一般利用者向けに毎

日放送されている。これを受信するには短波受信機と

FSコンバータ及びタイプライタがあればよい。我々は

1回この軌道情報を受信すれば追尾用のコンピュータの

空き時間を使ってその後1週間分の軌道をはじき出して

いるので毎日受信をするという手間を省している。

　4．3　受信器と復調器

　信号経路を示すと，まず受信アンテナより入った信号

は妨害波による低雑音増幅器（LNA）の破壊防止を兼ね

可視データ

た帯域通過ろ波器（BPF）を通過したあと，　LNAによ

り低雑音増幅される。この信号は更にBPFによりイメ

ージ周波数等を充分抑圧した上で，受信変i換器により第

1中間周波70MHzに変換される。70　MHzに変換され

た信号は増幅後，アンテナ装着のHEAD　AMPより出

て同軸ケーブルで屋内に導入される。

　屋内に入った信号はBPFにより，帯域制限を受けた

後，第2中間周波（10．7MHz）に変換，リミタ，AGC付

増幅器で充分増幅された後FM復調される。

　第2局発信号は，衛星の飛しょうに伴うドップラ・シ

フトを補償する意味で，80．7MHzのVCOを用いて復

調器出力によるAFCをかけている。復調信号は，一旦

増幅された後，プライマリー・モード／バヅクアップ両

モード分離用のフィルターを通り，夫々FM復調され

ベースバンド信号となって記録部に送られる。

　4．4記録装置

　4．4．1同期抽出

　画像信号に含まれている赤外領域と可視領域の同期信

号を抽出するためアクティブB．P．F．で各々の信号を取

り出す。18．75kHzは赤外領域の最初を12．5kHzは可

以外データ

一一@一里
　　　　’、、、

一一一一
一一一一一｢　　　　　4、、、

一白

第9図　画像信号スライスレベル
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視領域の最初を示す。

　4．4．2スライス

　画像信号のデータのレベルは，赤外領域と可視領域と

で異なる。赤外又は可視データにおいて最適の画像を得

るため，各々の領域で最低レベルが白，最高レベルが黒

と表現されるように第9図の様な信号処理を行なう。

　4．4．3γ補正

　乾式銀塩紙は第10図の様な濃度光量特性をもってい

るのでこの感光紙に中間調を得るためにlog特性を補正

する意味で画像信号を2乗し，又濃度を109特性領域内

におさめるためレーザ光量を光干渉フィルタで調節す

る。

q
鞭
ー
ー

　　　　　　　→光量紡E

第10図　濃度一光量特性

4．4．4　レーザ変調・記録

受信機で得られた画像信号をγ補正し，スライスした

あとレーザ光に光変調をかけ乾式銀塩紙を感光する。画

像信号は最低レベルが白，最高レベルが黒となって感光

紙の上に表われる。ここでレーザのドリフトを軽減する

目的で電流負帰還を施す。この概要を第11図に示す。

　以下にレーザ・レコーダ（第12図）の主なる機能性

能を示す。

（1）記録媒体

（2）記録方法

（3）

（4）

（5）

（6）

間
数
度
性

塒
転
回
調

　
記
回
線
階

11吋幅　乾式銀塩紙（感光紙）

変調レーザによる光記録，自動

現像

約10分
400r．p．m．

16．7本／mm

7階調以上

　レーザ記録による受信画像（ハードコピー）を第13

図に示す。この画像は75年1月11日午前9時，NOAA－

3衛星より受画したものである。赤外データは地表面の

温度分布を表わすので，温度の低い雲・陸地が白，温度

の高い海が黒となって現われる。一方可視データ膣太陽

の反射光を検出するので，太陽の当っていない西の方は

黒となっている。第13図（a）中央に日本列島が認めら

れ，その西に沿海州，中国東北部，朝鮮半島が見える。

同図右上方の白い雲は日本列島を通り過ぎた低気圧で，

西高東低の典型的な冬型の気圧配置を示している。日本

海側の灰色の雲は北西の季節風とこの地域一帯の雪を表

わしている。同図左下方にもう1つの低気圧が認められ

る。

　4．4．5　ソフトコピー

　本装置はレーザレコーダによるハードコピーと共はソ

く

レーザ

画俵信号

本

A昏C

へ《

第11図　電流負帰還回路
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）となる。以下に蓄積管とモニタTVの主要1生能を　
む

　
す
蓄

図
示

1インチ

1550本

2700本

5～10μs

33mS

3時聞
64steps

700本

525本

蓄積管

　置旧ゲノト直径

　解像度（50％変調）

　限界解像度

　記録速度（1ライン）

　消去時間（全面）

　蓄積時間（連続読み取り）

　中間調

モニタTV
　解像度

　走査線

レーサ・レコータ第12図
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第13図（a）受信画像（赤外テー

ソフトコピー第14図

　4．5　録画・再生

　録画は高級テープレコーダによる通常4チャ不ルを使

う。ハートコピーを何枚もとりたいとき及ひAID変換

してコンピュータに取り入れたいときに再生する。コン

ピュータに取り入れるときは通常再生速度を記録時の

1／5～1／10に落してコンピュータ（及ひ磁気ティスク又

は磁気テープ）の速度に整合させる。

　4チャ不ルテーフレコータ

チャ不ル1

チャ不ル2

チャ不ル3

チャ不ル4

画像信号

独立同期用信号

サンプリング用信号（100kHz）

マーカ

璽
嶺
鱒
勢
齢
毒
聖
黛
ぎ
藁
欝
轡
譜
騨
難
燃

第13図（b）受信画像（可視チータ）

めとま5．

本研究は本来小規模な地上局や船舶局を提供すること

を目標にしているが，試作は中規模局相当のものて行な

った。

ANTを15mφ相当での受信画像も比較的良好な結

フトコピーを得ることができる。

　受信機で得られた画像信号をスライスしたあと，最大

4096×4096の画像チータにサンプリングし，蓄積管に

XYモードで書き込む。画像チータは蓄積管からモニタ

TVに，　TVモートで読み出されソフトコピー（第14

一55一
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果を得ている。これによって船舶搭載載の可能性も出て

来た。又中規模局においては地図化（ポーラ・ステレオ

変換等）も可能である。

　　この詳細な気象情報が航法上どうずれば役に立つもの

かは今後の専門家の御意見，御指導に負うところ大であ

る。

　本装置の研究試作に参考とした資料

　　（1）無線工学ハンドブック　　．　　　ゴオτム社
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電’波航法研究会昭和49年度事業報告

電波航法研究会事務局

Record　of　the　Work　Carried　Out　by　Japanese　Committee　for　Radio

　　　　　　Aids　to　Navigation　Duling　Japan6se：Fiscal　Year　1974

Secretariat

　
ゴ＼

r
ノ

．。ン㍗

］Regular　General　Meeting．

　March　29，1974：Aregular　gen6ral　meeting　was
held　at　the　counci1．　hall　of　the　Mariti血e　Safety　Agency

（MSA）．・Twenty一§even　me血bers　attended　the　meeting

and　there　were　fourty．two　credentials．

Following　were　presented：

　（1）　Reports　on　the　activities　of．　the　Committee

　　　　　during　the　fiscal　year　1973　were　explained　by

　　　　　the　Secretariat　and　approved　by　the　members

　　　　　as　drafted．

　（2）　Reports　on　the　丘nancing　of　the　Committee

　　　　　during　the　fiscal　year　1973　were　explained　by

　　　　　Mr．　IIJIMA，　Chief　Accountant，　and　the　re－

　　　　　ports　were　approved　by　the　members　as　dr3fted

　　　　　after　the　audit　report　was　made　by　Mr．　IWA－

　　　　　SA，　Auditor．

　（．3）　As　a　result　of　the　election　to　appoint　new

　　　　　sta鉦mgmbers，　Prof．　Toshitada　MATSUYUK：I

　　　　　of　Toyo　University　was　apやointed　Chairman

　　　　　again，　and　Mr．　Minoru　OKADA　from　Trans・

　　　　　port　Ministry，　Prof．　Kazutami　SHOJI　of　Tokyo

　　　　　University　of　Mercantile　Marine　and　Mr．

　　　　　Koichi　KIMURA　of：Electronic　Navigation

　　　　　Research　Institute，　were　re－appointed　Vige．

　　　　　chairmen．　It　was　decided　that　there　would

　　　　　be　two　general　affairs　secretary　m6mわers　due

　　　　　to　recent　work　increase　and　draft　list　of　new

　　　　　other　secretary　members　was　apProved．

　（4）　The　work　plan　of　fiscal　1974　was　presented

　　　　　by　the　Secretariat　and　apprqved　by　the　members

　　　　　as　drafted．

　（5）　The　budget　plan　for　fiscal　1974　Was　presehted

　　　　　by　Mr．　IIJIMA，　Chief　Account，　and　approved

　　　　　by　the　members　as　drafted．

　（6）　In　accordance　with　the　paragraph　40f　chapter

　　　　．40f　the　Comlnittee　regulation，　Mr．　Hiroshi

、総 会

　昭和49年度総会は，昭和49年5月29日14時から海

上保安庁第一会議室において開催ざれた。出席者27名

委任状提出者42名であった。

1．昭和48年度事業報告が事務局より行われ承認さ

　れた。

2．昭和48年度決算報告が会計幹事より．行われ，会

　計監査岩佐作一氏の監査報告があって承認された。

3．昭和49年度の役員について，岡田高氏が仮議長

　となり選出が行われ，会長に松行利忠氏，副会長に

　岡田実氏，庄司和民氏，木村小一氏が再選された。

　各幹事については，事務局の事務量が近年急増して

　いるため庶務幹事を2名とすることとし，他の各回

　事及び会計監査については原案どおり承認された。

4．昭和49年度事業計画について，事務局より説明

　が行われ，原案どおり承認された。

5．昭和49年度予算案について，会計幹事より説明

　が行われ，原案どおり承認された。

6．会則第4条第4項にもとづき。清野浩氏が会長よ
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　　　　　のKIYONO　was　recommended　as　nominee
member　by　Chairman．

り推せん会員に推せ．んされた。

Research　Meeting

　1．May　29，1974：The丘rst　research　meeting　was

　　　held　at　the　council　hall　of　MSA．　Mr．　Seiji

　　　TOYODA　from　Tokyo　University　of　Me士cantlle

　　　Marine　gave　a．lecture　on重he　subject，‘‘Haτbgr

　　　Ra4コ口　System　in　Europe．’：1．Thirty　members　at－

　　　tended　the　meeting．

　2・　July　23，1974：lThe　secoηd　research　Iηeeting

　　　was』held　at．毛he　co面cil　hall　of　MSA．　Mr．　Eiji

　　　MEGA　of　Nippon　Electric　Co．，　Ltd．，　Mr．　Kiyo・

　　　shi　ANDO　of　MSA　and　Mr．　Seiichi　FUKA－

　　　TANI　of　MSA　gave　lectures　gn　the　subject，

　　　・・Air　Route　Control　System，∵　‘‘OMEGA

　　　Monitoring　System　jh　Japan”and‘‘On　the
　　　軍acilities　of　Omega　Station，　Japan”・respectively．

　　　Fifty．eight　me血bers　attended　the　meeting．

　3．　October　1，1974：　The　third　research　Ipeeting

　　　was　held　at　the　council　hall　of　MSA．　Mr．　Ko・．

　　　ichi　KIMURA　of　Electronic　Navigation　Research

　　　Institute，　Prof．　Tsutomu　SUZUKI　of　University

　　　of　Electro－Comlnunications　and　Prof．　Yukito

　　　IIJIMA　of　Tokyo　Uniマersity　of　Mercantile

　　　Marine　gave　lectures　on　the．subjects，‘‘Recent

　　　Movement　of　Maritime　Satellite”，‘‘Report　of　the

　　　丘fth　Maritime　Satellite　Expert　Panel”and　Vessel

　　　Inductive　Radar　Course　Beacon”　respectively．

　　　Fourty－three　melnbers　attended　the　meeting．

　4．　December　2，1974：　The　four㌻h　research　meeting

　　　was雌eld　at　the　council　hall　of　MSA．　Mr．　Hiroshi

　　　SUZUKI　of　Tokyo　University　of　Fisheries，　Mr．

　　　Kazue　WA：NAMI　of　Matsushita　Communication

　　　．Industrial　Co．，　Ltd．　and．Mr．　Motoji　KAWA・

　　　NABE　of　MSA　gave　lectures　on　the　sublects，

　　　‘‘Report　of　IEEE　InternatlQnal　Marine　Environ．

　　　ment　Engineering　Conference　OCEAN　74”，
　　　‘‘Report　of　Large　Navigational　Buoy”．and‘‘On

　　　・h・q・mpb・it・P・・i㌻i・n　Fi・ih琴．　Sy・t・m・f　NNSS

　　　and　Loran．C（ρ一ρmode）”respectively．　Fourty

　　　members　attended　the　meeting．

　5．　January・29，1975：，The　fifty　researchエneeting

　　　was　held　at　the　council　hall．of　MSA．　Mr．

　　　Kenli　MORIWAKI　of　MSA，　Prof．　Yukito　IIJIMA

　　　of　Tokyo　University　of．Mercantile　Marine　and

　　　Prof．　Tsutomu　SUZUKI　of　University　of

　　　Electro－Communications　gaYe．1ectures　on　the

　　　sublects，‘‘On　the　Qmega　Symposium”，‘‘On

　　　the　Navigation　Cohtrol　in　Europe”and．Beam

　　　Comμession　Radar”resp6ctively．　Fourty．seven

　　　members　attended　the　meeting．

　6．March　19，・1975：　The　sixth　research　meeting

　　　was　he14　at　the　council葦all　of　MSA．　Mr．　Sadao

　　　KAKIZAKI　from　Mitsubishi　Heavy　Industry　Co．，

　　　Ltd．　gave．alecture　on　the　Sublectl．‘‘On　t恥e

　　　Automatic　Navigation　System　of　Cabling　Ship

研究会
1．：第1回研究会は，昭和49年5月29日総会に引き

　続いて開催され，東京商船大学豊田清治氏の「欧州

　のハーバーレーダシステム」と題す．る講演が行われ

．た。、出席者は30名であった。

2．第2回研究会は，昭和49年7月23日14時から

　海上保安庁第一会議室で開催され，日本電気株式会

　社妻鹿栄二氏の「航空路管制システム」，海上保安

．庁安藤清氏の「日本におけるオメガ監視制御システ

　ムあ　海上保安庁深谷清氏の「オメガ局の施設につ

　いて」と題する講演が行われた。出席者は58名で

　あった。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘1
3．第3回研究会は，昭和49年10月1日14時から

　海上保安庁第一会議室で開催され，運輸省電子航法

　研究所木村小一氏のr海事衛星の最近の動向」，電

　気通信大学鈴木務氏の「第5回海事衛星専門家パネ

　ルに出席して」，東京商船大学飯島幸人氏の「船舶

　誘導のためのレーダコースビーコン」と題する講演

　が行われた。出席者は43名であった。

4．第4回研究会は，昭和49年12月2日14時から

　海上保安庁第一会議室において開催され，東京水産

　大学鈴木産繭の「IEEE国際海洋環境工学会議・

　OCEAN　74に出席して」，松下通信工業株式会社和

　曲事身氏「大型航行援助用ブイ経過報告」，海上保

　安庁川鍋元二氏の「NNssとLORAN－c（ρ一ρモ

　ード）の複合測位システムについて」と題する講演

　が行われた。出席者は40名であった。

5．第5回研究会は，昭和50年1月29．日14時から

　海上保安庁第一会議室において開催され，海上保安

　庁森脇憲治氏の「オメガシンポジュームについて」，

　東京商船大学飯島幸人氏の「ヨーロッパにおける航

　行管制について」，電気通信大学鈴木務氏の「Beam

　Compression　Radar」と題する講演が行われた。出

　席者は47名であった。

6．第6回研究会は昭和50年3月19日14時から海

　上保安庁第一会議室において開催され，三菱重工業

　株式会社磁崎貞雄氏の「ケーブルシップ黒潮丸の航

一． T8．一．
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　KUROSHIO－MARU”and　this　was　followed　by

・alecture　given　by　Mr．．　Koichi　EGUCHI　of
　Japan　Radio　Co．，　Ltd．　Titled‘‘NOAA　Meteor．

　ological　Satellite　Facsimile．”Thirty・丘ve　melnbers

　attended　the　meeting．

法自動化システムについて」，日本無線株式会社江

口光一氏のrNOAA気象衛星受画装置」と題する

講演が行われた。出席者は35名であった。

直

Annual　Inspection　Trip

　1．　September　13，1974：　The　members　vlsited　the

　　　new　Tok：yo　International　Airport　in　Narita　which

　　　・was　under　construction　and　looked　for　study　th6

　　　communications　and　aviation　safety　facilities，

　　　such　as　the　control　tower，　IFR，　Air・ground

　　　communications，．AFTAX，　vORIDME，　ARSR，
　　　etc．　Foμrty－three　members　loined　the　trip．

見　学　会

　昭和49年度見学会は，昭和49年9月13日千葉県成

田市三里塚を中心に建設が進められている新東京国際空

港．を訪問し，管制塔，IFR，国際対空通信，　AFTAX，

VORIDME，　ARSR等の航空管制通信施設及び航空保安

施設を見学した。出席者は43名であった。

ノ｝

Secretary　M：eeting

　1．　Secretaryザmeetings－for　planning　were　held　oh

　　　April　26，　June　25，　August　16，0ctober　21　and

　　　December　2，1974　to．make　preliminary　arrange・

　　　ments　for　the　regular　general　meeting．

　2・　Editorial　secretary　meetings　were　held　on　July

　　　23，0ctober　21　and　December　2，1974　to　discuss

　　　the　editing　Plan，　Inaterials　for　the　article，．丘nanc．

　　　ing　and　operating　Principle　in　hyperholic　navi・

　　　窪ation　for　the　No．18　issue　of‘‘Electronlc　Navi。

　　　gation　Review”．

幹　事　会

1．企画幹事会は昭和49年4月26目，6月25日，8

　月16日，10月21日，12月2日に開催きれ，予算

　案，事業計画案の作成が行われたほか，研究会のテ

　ーマの審議等が行われた。

2．編集幹事会は，昭和49年7月23日，10月21日，

　12月2日に開催され，会誌「電波航法」第18号の

　編集方針及び双曲線航法運用指針の出版編集計画に

　ついて審議された。

r》レ

「
く

Speci血。　Sub・committee

1．　Other　than　23　members　who　organiz6δthe　sub．

　　committee，　KODEN　Electric　Co．，　Ltd．，Japan　Oil

　　Co．，　Ltd．　and　pr6f．　Tsutomu　SUZUKI　of　Tokyo

　．University　of　Electro－Communications　joined　the

　　sub・co：nmittee　members　as　a　manufacturer，　a

　　construction　company　and　a　person　of　learni皐9

　　and　experience　respectively．　Mr．　Minoru　OKA．

　　DA　left　the　sub．committee　member　ow｛ng　to

　　．stress　of　wor．

2．　The　specific　sub．committee　meetings　were　also

　　held　at　the　council　hall　of　MSA　on　May　8　and

　　June．11，1974．．　After　three　meetings　of　the

　　sub．committee　had　been　held　since　1973，　the

　　Teport　was　submitted　to．　Director，耳lectronic

　　Navigation　Ai4s　Division，　MSA．

専門部会

　昭和48年度に設けられたシーバース等に設備する船

舶接岸速度計の技術基準に関する専門部会は，前年度に

引き続き開催された。

　1．前年度委嘱された23氏のほか，接岸速度計の製

　．’造者として（株）光電製作所，設置者として日本石油

　　株式会社，学識経験者として電気通信大学鈴木務氏

　　が追加委嘱された。なお，岡田実氏は業務多忙のた

　　め委員を辞退された。

　2．専門部会は，昭和49年5月8．日，6月11日海上

　　保安庁第一会議室において開催された。昭和48年

　　度から3回にわたる審議ののち，．答申書をまとめ，

　．海上保安庁灯台部電．波標識課長に提出したゐ

Publication　of　Bulletin

！．　The．　Bulletins　of　JACRAN，‘瓢The　Electronic

　　Navigation　Review”No．17　and　N6．18　were

　　published　in　June　and　December　1974　respectively．

会誌頒布

　「電波航法」第17号が昭和49年6月，第18号が昭和

49年12月に発行された。

Memher

　The　members　admitted　or　seceded　during丘scal　1974

were　as　follows；

会員異動

　昭和49年度における会員の異動は次のとおりであっ

た。
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Ad血ission’：

　Corporate　member；

Nominee　member；

Matsushita　Communication　In．

dustrial　Co．，　Ltd．

Mr．　Hiroshi　KIYONO
（CONA　Co．，　Ltd．）

入　会

　　正　会　員

　　推せん会員

松下通信工業株式会社

清野　　浩（コナー株式会社）

Secession：

　Corporate　member；

Individual　member；

Special　member；

NANAYO　Co．，　Ltd．　TOA
Domestic　Air　Lines　Co．，　Ltd．

Mr．　Seiko　SUZUKI

（Sumitomo　Shoji　Kaisha　Ltd．）

Mr．　Yumio　YONEZAWA
（Marine　Technical　College）

Mr．　Hideo　KIKUTANI
（Shibaura．　Institute　of　Tech－

nology）

会退

員会正

個人会員

特別会員

七洋電機株式会社

東亜国内航空株式会社

鈴木清高（住友商事株式会社）

米沢弓雄（海技大学校）

菊谷秀雄（芝浦工業大学）

￥ ｛

電波航法 ELECTRONIC　NAVIGATION　REVIEW
凶

昭和51年2月25日　印　　刷

昭和51年2月28日発行
編　　集

発　　行

印　　刷

1976
No．20

東京都千代田区霞ケ関2－1－3　運輸省9階

海上保安庁燈台部電波標識課気付

　　電波航法研究会
　　Japanese　Committee　for　Radio

　　Aids　to　Navigation

　　clo　Radio　Navigation　Aids　Division

　・of　Maritime　Safely　Agency

　　2－1－3，Kasumigaseki，　Chiyoda・ku，

　　Tokyo，　Japan

東京都文京区水道2－7－5井ロビル

　　（有）啓文堂　　松本印刷

〆

一60一



レ

涛一

嚢

灘馨
翻撚鱒

　灘難
灘嚢．

灘難論鞭雛灘欝欝盤灘

還

箋

．
蓑
墜
吋
躍
馨
鹸
灘
議
購
欝
．
窺
譲
．
難
鷺
．
慧
、
麟
．

謙
田
川
　
蒙
甑
　
　
　
　
　
　
　
　
鞠

瀞，

Q
　
螺

ま
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ろ

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
エ
　
　
　
　
　
　
ズ

焔
。
㌦
．
隔
㌦
．
。
，
　
嚇
職
魯
五
三
　
難
・
・
．
蕪
灘
藝

↓
6
司
、
｛
，
，
、
“
睾
骨
恥
亀
N
，
話
騨

・
藻
　
　
　
難
　
蕪
．
　
澱

　
　
難

灘
、
麗
日

羅
購
㈱
・
灘

．
焔
繍

富士通F－11形オメガ受信機は、

米国のノースロップ社と富士通の

エレクトロニクス技術の粋を結集

した、信頼性の高い受信機です。

半永久的な寿命を誇っています。

特　長

●優れた応答性●正確な位置測定（3LOP）

●バックアップ電池内蔵（停電時も安心）

●操作は簡単●容易な保守点検

騒
オメガ自動船難測定システムを構成できます

標準形オメガ受信機と当社の誇る電子計算機

とを組合わせた、自動船難測定システムも

完成しています。

富士通，・皿形オメ加朋要信機
富士通株式会社伝送無線営業部　　〒100東京都千代田区丸の内2の6の1　費（03）216－3211
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小形・低価格・高性能を誇る

NRIO21

■簡単で確実正確な自動セグメント同期　■レーンスリップ防止の回路方式

オメガの使用に際し最も大切なことはセ　オメガ受信機は電波の位相差を測定しま

グメント同期です。各オメガ送信局は厳　すので、360。ごと（100センチレーンごと）

密なタイムスケジュールにより逐次約1　の不確定性はさけられません。受信機で

秒間ずつ電波を放射します。これらの電　直接測定するのは、表示で云えば0～99

波を識別し、受信機内のクロックを正し　センチレーンの値で、100をこえると表示

く合せ、セグメント同期を正確にとるこ1部で桁上げまたは桁下げを自動的に行つ

とがきわめて必要で、もし同期にずれが　てレーン値を3桁または4桁であらわし

あると雑音や隣の局の電波を測りこみ、大　ます。電波の断または強い障害などがこ

きな位置誤差をひき起します。NR－1005　の門送りの近くで起こりますと、正常な

は米国海軍に最大の納入実績をもつノー　桁上げ桁下げが行なわれず、表示は1レ

スロップ社の特許を使用し、きわめて簡　一ン（約10NM）誤差のある値を示します。

単な操作で確実に正確な同期がとれ、し　これがレーンスリップで、オメガ開発当

たがって正しいLOPが測定できます。　　時大きな問題になったものです。ノース

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロップ社はこれに対し、独自の優れた防

●性能
測位精度　昼1浬、夜2浬

受信周波数　10．2KHz 基準発振器　　安定度5×10’8／日の基準発振器内蔵

度　　0，01μV 所要電源　DCI2／24／32V
ダイナミックレンジ　　　100dB ア　ン　テ　ナ　　ホイップ形式

期　　選択した局に対し自動同期 寸　　法（本体）　280（H）×375（W）×360（D）mm

示　　2LOP同時表示 重 量　　約20kg（本体）

●お問合せは一官公庁営業本部

　　　　　　O沖電気工業株式会社
船舶システム課含（03）454－2111（代）・沖海洋エレクトロニクス倉（03）455・3631（代）または支店・営業所まで

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　昭昭
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：翌
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　十十
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　一一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　笠

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　月月
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：・：再
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　入五
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　日日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：翻

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　波

　　　　　　　　　　マ　i網

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　法、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

止方式を開発し、オメガ3形にも全面的　：

にこの方式をとり入れていますので、こ　：

の厄介なレーンスリップはほとんど起こ

らず、常に正しい船位を求められます。　：

■最高の信頼性　　　　　　　　　　　　：

オメガ受信機は出航時から入港するまで：

連続使用するものですから、ほかの電子

機器にくらべ使用時間は非常に多くなり　：

ます。したがって機器の寿命と信頼性は　：

謝下襲習雅繍峯難｝
一スロップ社が共同設計し、部品の1点　：
に至るまで詳細にチェックを行ない、試作：　波

セットは双方で厳密なテストを実施して、：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　航
高い信頼性と寿命を翻したものです・i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　研
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i．究

　　　　三三テナ（結合器付）　i会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　・・g（アンテナ）　　　i発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i行

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　…
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